
我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例施行規則 

 

我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施

行規則（平成１６年規則第５号）の全部を改正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防

止に関する条例（平成１５年条例第２２号。以下「条例」という。）の施行

に関し必要な事項を定める。 

（近接する土地） 

第２条 条例第２条第２項第２号の規則で定める近接する土地は、次の各号の

いずれかに該当する土地とする。 

（１） 埋立事業区域に法定外公共物を挟んで筆が隔てられた土地で、現況

が客観的に一体の土地としての外観を有するもの 

（２） 隣接する土地が土砂等の埋立て等を行う事業を施工する日前１年以

内に分筆又は合筆によって地番が変わったことにより、当該土砂等の

埋立て等を行う土地と隣接しなくなった土地 

（周辺関係者への説明） 

第３条 事業者は、条例第３条第２項の規定により事業内容を説明するときは、

次に掲げる事項について説明しなければならない。 

（１） 土砂等の埋立て等に係る事業の計画概要 

（２） 土砂等の運搬に係る留意事項その他の埋立事業区域周辺の環境保全

上の留意事項 

２ 条例第３条第２項の規定による説明は、説明会の開催により行うものとす

る。ただし、説明会を開催しないことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときは、個別訪問又は前項各号に掲げる事項を記載した文書の配

布により行うことができる。 

（安全基準） 

第４条 条例第６条の規則で定める安全基準は、別表第１の項目の欄に掲げる



項目に応じ、同表の基準値の欄に定めるとおりとする。 

２ 前項の安全基準に適合しているかどうかは、別表第１の項目の欄に掲げる

項目ごとに、当該項目に係る土砂等の汚染の状況を的確に把握することがで

きると認められる場所において試料を採取し、それぞれ同表の測定方法の欄

に定める方法により測定した測定値により判断するものとする。 

（措置命令） 

第５条 条例第７条第２項の規定による措置の命令は、小規模埋立事業措置命

令書（様式第１号）によるものとする。 

２ 条例第７条第２項の規定による措置の命令を受けた者は、当該命令に係る

措置について小規模埋立事業改善計画書（様式第２号。以下「改善計画書」

という。）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 前項の承認を受けた者は、改善計画書に基づき必要な措置を講じたときは、

遅滞なく小規模埋立事業改善措置完了報告書（様式第３号）により、市長に

報告しなければならない。 

（公共的団体の範囲） 

第６条 条例第９条第１項第１号の規則で定める公共的団体は、次のとおりと

する。 

（１） 独立行政法人都市再生機構、独立行政法人水資源機構、地方共同法

人日本下水道事業団、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

独立行政法人空港周辺整備機構、独立行政法人労働者健康福祉機構、

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構及び独立行政法人中小

企業基盤整備機構 

(２) 地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立され

た地方住宅供給公社 

(３) 地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された地方

道路公社 

(４) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第１０

条第１項の規定により設立された土地開発公社 

(５) 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定によ

り認可された土地改良区 



(６) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１４条第１項の規定

により認可された土地区画整理組合 

(７) 地方公共団体がその資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分

の１以上を出資している法人であって、土壌の汚染又は災害の防止に関

し、地方公共団体と同等以上の審査能力があるものとして市長の認定を

受けたもの 

２ 前項第７号の認定を受けようとする者は、公共的団体認定申請書（様式第

４号）に次に掲げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。 

（１） 定款 

（２） 履歴事項全部証明書 

（３） 事業報告書、損益計算書及び貸借対照表 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、第１

項第７号の認定をするときは公共的団体認定通知書（様式第５号）により、

認定をしないときはその旨を書面により当該申請をした者に通知するもの

とする。 

（土地所有者等の同意） 

第７条 条例第１０条第１項（条例第１４条第１項及び条例第２３条第１項に

おいて準用する場合を含む。）及び条例第１０条第３項に規定する同意は、

条例第９条第１項の許可の申請が、条例第１１条第１項の規定によるもので

ある場合は小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書（様

式第６号）に、同条第２項に規定する小規模一時堆積事業である場合は小規

模埋立事業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書（様式第７号）に

よらなければならない。 

２ 条例第１０条第２項（条例第１４条第１項及び条例第２３条第１項におい

て準用する場合を含む。次項において同じ。）に規定する小規模埋立事業の

施工の妨げとなる権利を有する者は、小規模埋立事業区域内の土地につき地

上権、永小作権、質権又は賃借権を有する者とする。 

３ 条例第１０条第２項に規定する同意は、小規模埋立事業区域内施工同意書

（様式第８号）によらなければならない。 

４ 条例第１０条第３項に規定する同意を得た者は、小規模埋立事業区域内土



地所有者変更届（様式第９号）に第１項に規定する小規模埋立事業（土砂等

の埋立事業）区域内土地使用同意書又は小規模埋立事業（小規模一時堆積事

業）区域内土地使用同意書、土地の所有者が変更したことを確認できる書類

及び公図の写しを添付し、市長に提出しなければならない。 

（小規模埋立事業の計画に係る事前協議） 

第８条 条例第９条第１項の許可を受けようとする者は、条例第１０条の２第

１項の規定により協議を行おうとするときは、土砂等の埋立て等事前計画書

（様式第１０号。以下「事前計画書」という。）に、次に掲げる書類及び図

面を添付し、市長に提出しなければならない。 

（１）  小規模埋立事業区域及び周辺家屋等の状況が分かる見取図（縮尺

２，５００分の１程度の図面で、土砂等の搬入及び搬出の予定経路の

記載があるもの） 

（２） 小規模埋立事業区域の現況平面図（縮尺２５０分の１から５００分

の１程度の図面で、切土、埋立て、盛土又は土砂等の堆積の範囲の記

載があるもの） 

（３） 小規模埋立事業の完了後の構造が分かる計画平面図（縮尺２５０分

の１から５００分の１程度の図面） 

（４） 小規模埋立事業区域の主要地点の縦断図及び横断図 

（５） 条例第３条第２項の規定による説明の対象者、日時、方法及び内容

並びに第３条第２項ただし書の規定により説明会を開催しない場合

にあってはその理由を記載した書類 

（６） 暴力団排除に関する誓約書（様式第１１号） 

（７） 住民票の写し（本籍が記載されたものに限る。以下同じ。）（当該許

可を受けようとする者が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役

員の住民票の写し） 

（８） 当該許可を受けようとする者が条例第１３条第１項第１号カに規定

する未成年者（以下「未成年者」という。）である場合は、その法定

代理人の住民票の写し 

（９） その他市長が必要と認める書類及び図面 

２ 条例第９条第１項の許可を受けようとする者は、前項に規定する手続のほ



か、当該許可に係る小規模埋立事業及びそれに伴い発生する行為が別表第２

の左欄に掲げる事項に該当する場合は、当該許可を申請する日までに、同表

の右欄に掲げる協議担当課と協議しなければならない。 

３ 条例第９条第２項の規定による届出をしようとする者は、条例第１０条の

２第１項の規定により協議を行おうとするときは、事前計画書に、次に掲げ

る書類及び図面を添付し、市長に提出しなければならない。 

（１） 第１項第１号から第５号までに掲げる書類及び図面 

（２） 我孫子市開発行為等の規制に関する規則（平成１３年規則第２７号）

第６条に規定する開発行為許可通知書（以下「開発行為許可通知書」

という。）の写し又は我孫子市開発行為に関する条例施行規則（平成

１９年規則第５１号）第６条に規定する開発行為事前協議申請書の写

し（受付印の押印があるものに限る。） 

（３） 開発行為の許可を受けようとする者（以下「開発行為申請者」とい

う。）と当該届出をしようとする者とが異なる場合は、当該開発行為

申請者及び当該届出をしようとする者が締結した請負契約書の写し

又は委任状 

（４） その他市長が必要と認める書類及び図面 

 （現場責任者及び施工責任者） 

第８条の２ 条例第 11 条第１項第３号に規定する現場責任者及び施工責任

者は、現場事務所又は管理事務所を統括する者で、条例第９条第１項

の許可を受けようとする者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、か

つ、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条第１項に規定する主

任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者の資格を有するもの

とする。 

２ 前項の規定は、第 12 条第２項及び第 27 条第２項に規定する現場責任者

及び施工責任者について準用する。 

（小規模埋立事業の許可の申請） 

第９条 条例第１１条第１項の申請書は、小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）

許可申請書（様式第１２号）とする。 

２ 条例第１１条第１項の規則で定める書類及び図面は、次のとおりとする。 



（１） 住民票の写し（条例第１１条第１項の規定による申請をする者が法

人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役員の住民票の写し）。ただ

し、当該申請の日前６月以内に前条第１項の規定によりこれらの書類

を既に提出し、その内容に変更がない場合は、省略することができる。 

（２） 条例第１１条第１項の規定による申請をする者が未成年者である場

合は、その法定代理人の住民票の写し。この場合においては、前号た

だし書の規定を準用する。 

（３） 小規模埋立事業の用に供する施設（小規模埋立事業区域周辺に設置

する関連施設等を含む。以下「小規模埋立事業場」という。）及び小

規模埋立事業区域の位置図及び付近の見取図 

（４） 小規模埋立事業区域の平面図及び断面図（小規模埋立事業区域の施

工の前後の構造が確認できるものに限る。） 

（５） 小規模埋立事業区域の土地の登記事項証明書（全部事項証明書）及

び公図の写し 

（６） 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 

（７） 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格

を有することの公的証明書の写し 

（８） 条例第９条第１項の許可を受けようとする者と現場責任者又は施工

責任者との雇用関係を証明する次のいずれかの書類 

ア 健康保険被保険者証の写し 

イ 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

ウ 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

 

（９） 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）に使用される土砂等の搬入計

画書（様式第１４号） 

（10） 小規模埋立事業に使用される土砂等の予定量の計算書（ほぐし土量

換算） 

（11） 土質試験等に基づく埋立て等の構造の安定計算（以下「安定計算」

という。）を行った場合は、当該安定計算を記載した計算書 

（12） 擁壁を用いる場合は、当該擁壁の断面図及び背面図 



（13） 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合は、

当該擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造

計算書 

（14） 小規模埋立事業の施工の方法、工程及び施工に係る組織その他市長

が指示する事項を記載した小規模埋立事業施工計画書 

（15） 小規模埋立事業が別表第３に掲げる行為に該当する場合は、当該行

為に該当することを証する書面 

（16） 小規模埋立事業区域内の土地に申請者と異なる土地の所有者がある

場合は、第７条第１項の小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域

内土地使用同意書又は小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）区域

内土地使用同意書（当該土地の所有者又は管理者が公共的団体であ

る場合は、当該公共的団体の発行する当該施工に関する承認書、同

意書その他これに類する書類） 

（17） 小規模埋立事業区域内の土地に申請者と異なる小規模埋立事業の施

工の妨げとなる権利を有する者がある場合は、第７条第３項の小規

模埋立事業区域内施工同意書 

（18） 小規模埋立事業周辺関係者説明状況報告書（様式第１５号） 

（19） 条例第３条第２項の規定により説明をした際に周辺関係者と覚書、

協定書等の締結を行った場合は、その写し 

（20） 小規模埋立事業事前協議結果報告書（様式第１６号） 

（21） 前条第２項の規定により協議をした際に協議担当課と覚書、協定書

等の締結を行った場合は、その写し 

（22） 現場事務所に代えて管理事務所を設置する場合は、現場事務所を設

置しないことの理由書（様式第１７号） 

（23） 小規模埋立事業区域が文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）

第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地に該当するか

を我孫子市教育委員会に確認したことに対する回答書の写し 

（24） 小規模埋立事業に関する土砂等の運搬が千葉県土砂運搬適正化対策

要綱（昭和４６年９月３日千葉県決定）に規定する届出の対象とな

る場合は、土砂運搬協定書の写し又は届出済みの当該届出書の写し  



（25） その他市長が必要と認める書類及び図面  

３ 条例第１１条第１項第９号の規則で定める事項は、申請者が未成年者であ

る場合は、その法定代理人の氏名、住所及び本籍とする。 

４ 条例第１１条第２項の申請書は、小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）

許可申請書（様式第１８号）とする。 

５ 条例第１１条第２項の規則で定める書類及び図面は、次のとおりとする。 

 (１) 第２項各号（第４号、第９号から第 14 号まで、第 23 号及び第 25 号

を除く。）に掲げる書類及び図面 

（２） 小規模一時堆積事業に係る小規模埋立事業場の平面図及び断面図

（土砂等の堆積が最大となった場合の当該堆積の構造が確認できる

ものに限る。） 

（３） 小規模一時堆積事業区域の平面図及び断面図（土砂等の堆積が最大

となった場合の当該堆積の構造が確認できるものに限る。） 

（４） 小規模一時堆積事業区域の表土と小規模一時堆積事業に使用される

土砂等が遮断される構造である場合は、その構造図 

（５） 小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）に使用される土砂等の搬入

及び搬出計画書（様式第１９号） 

（６） その他市長が必要と認める書類及び図面 

６ 条例第１１条第２項第６号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の氏名、住所及び

本籍 

（２） 小規模一時堆積事業の期間 

（許可等の決定） 

第１０条 市長は、条例第１１条第１項又は第２項の規定による申請があった

場合において許可又は不許可の決定をしたときは、小規模埋立事業許可（不

許可）決定通知書（様式第２０号）により当該申請者に通知するものとする。 

（許可申請の取下げ） 

第１１条 条例第１１条第１項又は第２項の規定による申請をした者は、市長

が当該申請について許可等の決定をするまでの間に当該申請を取り下げよ

うとするときは、小規模埋立事業許可申請取下げ申出書（様式第２１号）に



より、市長に申し出なければならない。 

（小規模埋立事業の届出） 

第１２条 条例第１１条の２の届出書は、小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）

届出書（様式第２２号）とする。 

２ 条例第１１条の２の規則で定める書類及び図面は、次のとおりとする。 

（１） 開発行為許可通知書の写し 

（２） 開発行為申請者と条例第９条第２項の規定による届出をする者とが

異なる場合は、当該届出をする者に係る住民票の写し（当該届出者が

法人の場合は、履歴事項全部証明書）。ただし、当該届出の日前６月

以内に第８条第３項の規定によりこれらの書類を提出し、その内容に

変更がない場合は、省略することができる。 

（３） 条例第９条第２項の規定による届出をする者が未成年者である場合

は、その法定代理人の住民票の写し。この場合においては、前号ただ

し書の規定を準用する。 

（４） 小規模埋立事業場及び小規模埋立事業区域の位置図及び付近の見取

図 

（５） 小規模埋立事業区域の平面図及び断面図（小規模埋立事業の施工の

前後の構造が確認できるものに限る。） 

（６） 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表 

 (７) 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格

を有することの公的証明書の写し 

 (８) 条例第９条第２項の規定による届出をする者と現場責任者又は施工

責任者との雇用関係を証明する次のいずれかの書類 

 ア 健康保険被保険者証の写し 

 イ 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

 ウ 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

 

 

（９） 小規模埋立事業に使用される土砂等の予定量及び搬入計画書 

（10） 小規模埋立事業の施工の方法、工程及び施工に係る組織その他市長



が指示する事項を記載した小規模埋立事業施工計画書 

（11） 開発行為申請者と条例第９条第２項の規定による届出をする者とが

異なる場合は、当該開発行為申請者と当該届出をする者が当該小規模

埋立事業に関して請負関係にあることを証する書面 

（12） その他市長が必要と認める書類 

（届出の受理） 

第１３条 市長は、小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）届出書の提出があっ

たときは、小規模埋立事業届出受理書（様式第２３号）を当該届出者に交付

するものとする。 

（許可の基準） 

第１４条 条例第１３条第１項第１号エの不正又は不誠実な行為をするおそ

れがあると認めるに足りる相当の理由がある者は、条例第１１条第１項又は

第２項の規定による申請をする日前３年以内に、本市以外の地方自治体の埋

立ての許可等に関する条例の規定に基づき氏名等を公表されている者とす

る。 

２ 条例第１３条第１項第１号キ及びクの規則で定める使用人は、現場責任者

又は施工責任者とする。 

（構造上の基準） 

第１５条 条例第１３条第１項第５号の規則で定める構造上の基準は、別表第

４のとおりとする。 

２ 条例第１３条第２項第１号の規則で定める構造上の基準は、別表第５のと

おりとする。 

（構造上の基準に係る適用除外） 

第１６条 条例第１３条第３項の規則で定めるものは、別表第３に掲げる行為

とする。 

（変更の許可の申請等） 

第１７条 条例第１４条第１項の規則で定める軽微な変更は、次のとおりとす

る。 

（１） 氏名若しくは名称、住所又は法人の代表者の氏名の変更 

（２） 法定代理人の氏名又は住所の変更 



（３） 現場事務所又は管理事務所の位置の変更 

（４） 現場責任者又は施工責任者の氏名又は職名の変更 

（５） 小規模埋立事業に使用される土砂等の量の変更（当該土砂等の量を

減少させるものに限る。） 

（６） 小規模埋立事業に使用される土砂等の発生場所若しくは採取場所又

は土砂等の搬入計画の変更 

（７） 小規模埋立事業に使用される土砂等の崩落、飛散又は流出による災

害の発生を防止するために必要な措置として、小規模埋立事業区域内

に設けた排水施設又は小規模埋立事業区域外に設けた柵の構造の変

更（排水施設又は柵の機能を高めるものに限る。） 

２ 条例第１４条第３項の申請書は、小規模埋立事業変更許可申請書（様式第

２４号）とする。 

３ 条例第１４条第３項の規則で定める書類及び図面は、第９条第２項各号及

び第５項各号に掲げる書類及び図面のうち変更に係る書類及び図面とする。 

４ 条例第１４条第６項の規定による届出は、小規模埋立事業軽微変更届（様

式第２５号）に前項に規定する変更に係る書類及び図面を添付して行わなけ

ればならない。 

５ 条例第１４条第６項の規定による通知は、小規模埋立事業軽微変更届の副

本（市の受付印のあるものに限る。）の写しを提出するとともに、第３項に

規定する変更に係る書類及び図面を提示して行わなければならない。 

（変更の届出） 

第１８条 条例第１４条の２の届出書は、開発許可承継届（様式第２６号）と

する。 

２ 条例第１４条の２の規則で定める書類及び図面は、我孫子市開発行為等の

規制に関する規則第１９条第３項に規定する開発許可承継承認通知書の写

しとする。 

３ 開発許可承継届の提出があった場合においては、第１３条の規定を準用す

る。 

（土砂等の搬入の届出） 

第１９条 条例第１６条の規定による届出は、土砂等の量が５，０００立方メ



ートルまでごとに、小規模埋立事業土砂等搬入届（様式第２７号）を提出し

て行わなければならない。 

２ 条例第１６条の当該発生場所から発生し、又は採取された土砂等であるこ

とを証するために必要な書面で規則で定めるものは、当該土砂等の発生場所

の責任者が発行した土砂等発生元証明書（様式第２８号）とする。 

３ 条例第１６条の当該土砂等が安全基準に適合していることを証するため

に必要な書面で規則で定めるものは、搬入しようとする土砂等に係る地質検

査試料採取調書（様式第２９号）及び地質分析（濃度）結果証明書（様式第

３０号。計量法（平成４年法律第５１号）第１２２条第１項の規定により登

録された計量士のうち濃度に係る計量士（以下「環境計量士」という。）が

発行したものに限る。以下同じ。）とする。 

４ 前項の搬入しようとする土砂等に係る地質分析（濃度）結果証明書を作成

するために行う当該土砂等の地質分析は、別表第１の項目の欄に掲げる項目

ごとに、同表の測定方法の欄に定める方法により行わなければならない。 

５ 条例第１６条第１号に規定する市長の承認を受けようとする者は、公共事

業発生土砂等承認申請書（様式第３１号）を市長に提出しなければならない。 

６ 条例第１６条第２号の法令等に基づき許認可等がなされた土砂等の採取

場から採取された土砂等であることを証するために必要な書面で規則で定

めるものは、土砂等採取元証明書（様式第３２号）とする。 

７ 条例第１６条第３号の当該発生場所から発生し、又は採取されたことを証

するために必要な書面で規則で定めるものは、他の場所への搬出を目的とし

た土砂等の堆積を行う場所（以下「一時的堆積場」という。）に係る事業に

ついて法令等に基づき許認可等を受けた事業者が当該許認可等の権限を有

する者に提出した土砂等の発生元に係る証明書の写しとする。 

８ 条例第１６条第３号の安全基準に適合していることを証するために必要

な書面で規則で定めるものは、次のとおりとする。 

（１） 一時的堆積場に係る事業の許認可等を受けていることを証する書類

の写し 

（２） 一時的堆積場に土砂等を搬入した際に前項の許認可等の権限を有す

る者に提出した土砂等の分析に係る証明書の写し 



（土砂等の量等の報告及び土砂等管理台帳の作成等） 

第２０条 条例第１７条第１項の規定による報告は、小規模埋立事業（小規模

一時堆積事業を除く。）を開始した日から６月ごとに当該６月を経過した日

から１週間以内（小規模埋立事業の中止をしようとするとき（当該中止をし

ようとする期間が２月以上であるときに限る。第４項において同じ。）は当

該中止をしようとする期間の開始の日から１週間以内、小規模埋立事業を廃

止し、又は完了したときは条例第２１条第２項又は条例第２２条第１項の規

定による届出のとき）に、小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）状況報告書

（様式第３３号）を提出して行わなければならない。 

２ 条例第１７条第２項の土砂等管理台帳は、土砂等管理台帳（様式第３４号）

とする。 

３ 土砂等管理台帳は、毎月の末日までに、当該月中における条例第１７条第

２項各号に規定する事項について、記録を終了していなければならない。 

４ 条例第１７条第２項の規定による小規模一時堆積事業に使用された土砂

等の量等の報告は、当該小規模一時堆積事業の許可を受けた日の属する月の

末日から３月ごとに当該３月を経過した日から１週間以内（小規模埋立事業

の中止をしようとするときは当該中止をしようとする期間の開始の日から

１週間以内、小規模埋立事業を廃止し、又は完了したときは、条例第２１条

第２項又は条例第２２条第１項の規定による届出のとき）に、小規模埋立事

業（小規模一時堆積事業）状況報告書（様式第３５号）を提出して行わなけ

ればならない。 

５ 条例第１７条第２項第５号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 小規模一時堆積事業の許可を受けた者の氏名（法人の場合は、その

名称及び代表者の氏名） 

（２） 小規模一時堆積事業の許可年月日及び許可番号 

（３） 小規模一時堆積事業区域の位置及び面積 

（４） 小規模一時堆積事業の許可の期間 

（５） 年間の小規模一時堆積事業に使用される土砂等の搬入及び搬出の予

定量 

（６） 現場責任者又は施工責任者の氏名及び職名並びに連絡先の電話番号 



（７） 小規模一時堆積事業に使用される土砂等の発生場所並びに当該発生

場所の事業者の住所及び氏名（法人の場合は、その名称、主たる事務

所の所在地及び代表者の氏名） 

（８） 小規模一時堆積事業に使用される土砂等の発生場所の事業者との間

の契約における土砂等の搬入量及び搬入期間並びに当該土砂等の運

搬を委託した場合の受託者の氏名（法人の場合は、その名称及び代表

者の氏名） 

（９） 小規模一時堆積事業に使用される土砂等の発生又は採取に係る工事

の内容及び当該工事の責任者の氏名 

（１０） 一つの発生場所又は採取場所から搬入した土砂等の堆積の名称 

（１１） 小規模一時堆積事業に使用される土砂等の搬入及び搬出の量 

（地質検査等の報告） 

第２１条 条例第１８条第１項に規定する地質検査は、小規模埋立事業を開始

した日から６月ごと（条例第２１条第２項の規定による廃止の届出又は条例

第２２条第１項の規定による完了の届出を行った場合は、市長が別に指定す

る期日）に、市長の指定する職員の立会いの上、次に掲げる方法により行わ

なければならない。ただし、小規模埋立事業区域の面積が５００平方メート

ル未満である場合は、当該地質検査を省略することができる。 

（１） 地質検査のための試料とする土砂等の採取は、小規模埋立事業区域

の中央地点及び当該中央地点を交点に直角に交わる２直線上の当該

中央地点から５メートルから１０メートルまでの４地点（当該地点が

ない場合は、中央地点を交点に直角に交わる２直線上の当該中央地点

と当該区域の境界の中間の４地点）の土壌について行うこと。 

（２） 前号の規定により採取する土砂等は、それぞれの採取地点において

等量とし、採取後に混合し、１試料とすること。 

（３） 地質検査は、前号の規定により作成された試料について、別表第１

の項目の欄に掲げる項目ごとに、同表の測定方法の欄に定める方法に

より行うこと。 

２ 小規模埋立事業が小規模一時堆積事業である場合は、条例第１８条第１項

に規定する地質検査は、前項の規定にかかわらず、小規模一時堆積事業の許



可を受けた日から３月ごと（条例第２１条第２項の規定による廃止の届出又

は条例第２２条第１項の規定による完了の届出（表土と小規模一時堆積事業

に使用される土砂等が遮断される構造である場合の当該小規模一時堆積事

業に係る完了の届出を除く。）を行った場合は、市長が別に指定する期日）

に、市長の指定する職員の立会いの上、前項各号に掲げる方法により行わな

ければならない。ただし、一の小規模埋立事業土砂等搬入届に係る土砂等ご

とに当該土砂等が区分された状態で堆積されている場合は、地質検査を省略

することができる。 

３ 条例第１８条第１項の規定による報告は、小規模埋立事業を開始した日か

ら６月ごとに当該６月を経過した日から１月以内（条例第２１条第２項の規

定による廃止の届出又は条例第２２条第１項の規定による完了の届出を行

った場合は、市長が別に指定する期日）に、小規模埋立事業地質検査報告書

（様式第３６号）に次に掲げる書類及び図面を添付して行わなければならな

い。 

（１） 検査に使用した土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 

（２） 第１項の規定により採取した試料の地質検査試料採取調書及び地質

分析（濃度）結果証明書 

４ 小規模埋立事業が小規模一時堆積事業である場合は、条例第１８条第１項

の規定による報告は、前項の規定にかかわらず、小規模一時堆積事業の許可

を受けた日の属する月の末日から３月ごとに当該３月を経過した日から１

月以内（条例第２１条第２項の規定による廃止の届出又は条例第２２条第１

項の規定による完了の届出を行った場合は、市長が別に指定する期日）に、

小規模埋立事業地質検査報告書に前項各号に掲げる書類及び図面を添付し

て行わなければならない。 

（関係書類等の縦覧場所） 

第２２条 条例第１９条の市長が指定する場所は、現場事務所（現場事務所に

代えて管理事務所を設置する場合は、当該管理事務所）とする。 

（標識） 

第２３条 条例第２０条第１項に規定する標識は、小規模埋立事業周知標識

（様式第３７号）とする。 



２ 条例第２０条第１項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 小規模埋立事業の許可年月日及び許可番号 

（２） 小規模埋立事業の目的 

（３） 小規模埋立事業区域の所在地 

（４） 小規模埋立事業を行う者の住所及び氏名（法人の場合は、その名称、

主たる事務所の所在地及び代表者の氏名）並びに連絡先の電話番号 

（５） 小規模埋立事業の許可の期間 

（６） 小規模埋立事業区域の面積 

（７） 小規模埋立事業に使用される土砂等の発生場所又は採取場所及び搬

入予定量（小規模一時堆積事業の場合は、土砂等の年間の搬入及び搬

出の予定量） 

（８） 小規模埋立事業区域の見取図 

（小規模埋立事業の廃止等に係る届出） 

第２４条 条例第２１条第２項の規定による届出は、小規模埋立事業廃止（中

止）届（様式第３８号）によるものとする。 

（土壌の汚染等に係る確認） 

第２５条 市長は、条例第２１条第４項及び条例第２２条第２項に規定する確

認を行うときは、その指定する職員に小規模埋立事業に係る確認書（様式第

３９号）を作成させるものとする。 

２ 前項の場合において、現場責任者又は施工責任者は、小規模埋立事業に係

る確認書の内容を確認した上で、これに署名するものとする。 

（小規模埋立事業の完了に係る届出） 

第２６条 条例第２２条第１項の規定による届出は、小規模埋立事業完了届

（様式第４０号）によるものとする。 

（譲受けの許可の申請） 

第２７条 条例第２３条第２項の申請書は、小規模埋立事業譲受け許可申請書

（様式第４１号）とする。 

２ 条例第２３条第２項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

 (１) 住民票の写し（条例第 23 条第２項の規定による申請をする者（以下

「譲受者」という。）が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役



員の住民票の写し） 

 (２) 譲受者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 

（３） 小規模埋立事業場の位置図及び付近の見取図 

（４） 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書又は小

規模埋立事業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書及び小規

模埋立事業区域内施工同意書 

 (５) 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表 

 (６) 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格

を有することの公的証明書の写し 

 (７) 譲受者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次のい

ずれかの書類 

 ア 健康保険被保険者証の写し 

 イ 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

 ウ 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

（８） その他市長が必要と認める書類 

３ 条例第２３条第２項第４号の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 譲り受けようとする小規模埋立事業の許可年月日及び許可番号 

（２） 譲り受けようとする小規模埋立事業の許可の期間 

（３） 小規模埋立事業区域の位置 

（４） 現場責任者又は施工責任者の氏名及び職名 

（５） 譲受けの理由 

（相続等の届出） 

第２８条 条例第２４条第２項の規定による届出は、小規模埋立事業相続等届

（様式第４２号）によるものとする。 

２ 条例第２４条第２項の規定による通知は、小規模埋立事業相続等届の副本

（市の受付印のあるものに限る。）の写しを提出して行わなければならない。 

（第三者への委託等ができない部分） 

第２９条 条例第２４条の２の規則で定める主要な部分は、現場責任者又は施

工責任者が行うべき業務とする。 

 （小規模埋立事業に対する措置命令） 



第３０条 第５条の規定は、条例第２５条各項の規定による措置の命令につい

て準用する。 

（土地所有者による小規模埋立事業の施工状況の把握） 

第３１条 条例第２９条第３項の規定による小規模埋立事業の施工の状況の

把握は、当該施工に係る小規模埋立事業区域において、毎月１回以上、当該

施工の状況が同意に当たって確認した事項に抵触していないかどうか並び

に当該小規模埋立事業において土壌の汚染又は土砂等の崩落、飛散若しくは

流出による災害の発生がないかどうか及びこれらのおそれがないかどうか

を自ら確認することにより行わなければならない。ただし、当該小規模埋立

事業において、自ら確認することが困難な事情がある場合は、他の者に確認

させることにより行うことができる。 

 （土地の所有者に対する措置命令） 

第３２条 第５条の規定は、条例第３０条各項の規定による措置の命令につい

て準用する。 

（措置命令を受けた者から土砂等を譲り受けた者に対する命令等の公示） 

第３３条 条例第３１条第２項の規則で定める方法は、告示及び市ホームペー

ジに掲載することにより行うものとする。 

 （立入検査） 

第３４条 市長の指定する職員は、条例第３３条第１項の規定により立入検査

をする場合において必要があると認めるときは、事業者に対して小規模埋立

事業指導事項票（様式第４３号。以下「指導事項票」という。）により指導

を行うものとする。この場合において、当該職員は、指導事項票により、改

善計画書を指定した期限までに提出するよう求めることができる。 

２ 前項の場合において、現場責任者又は施工責任者は指導事項票の内容を確

認した上でこれに署名し、当該職員は当該指導事項票の写しを事業者に交付

するものとする。 

（身分を示す証明書） 

第３５条 条例第３３条第２項に規定する証明書は、身分証明書（様式第４４

号）とする。 

（公表） 



第３６条 市長は、第５条の小規模埋立事業措置命令書に記載された措置期限

までに事業者が措置命令に従わない場合で、必要があると認めるときは、条

例第３３条の４の規定による公表を行うものとする。 

２ 条例第３３条の４の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 土砂等の埋立て等を行った場所 

（２） 土砂等の埋立て等を行った期間 

（３） 土砂等の埋立て等を行った面積 

３ 条例第３３条の４の規定による公表は、我孫子市公告式条例（昭和３０年

条例第３号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示及び市ホームページに

掲載することにより行うものとする。 

（手数料の免除） 

第３７条 条例第３４条第３項に規定する手数料の免除は、次の各号のいずれ

かに該当するときとする。 

（１） 土地改良事業（土地改良法第２条第２項に規定する土地改良事業を

いう。以下同じ。）を施行する地域内の水田を水田として使用するた

めに改良を行う場合で、高さ１メートル未満のかさ上げを行うとき。 

（２） 市街化調整区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条

第３項に規定する市街化調整区域をいう。）内の水田を水田として使

用するために改良を行う場合で、高さ１メートル未満のかさ上げを行

うとき（外的状況の変化により排水その他の状況が悪化したためにや

むを得ないと認められる相当な理由がある場合に限る。）。 

（３） 耕作放棄地の対策として水田を畑にする事業であると市長が認める

とき。 

（４） 新規就農事業のために必要があると市長が認めるとき。 

（５） 土地の所有者が自己の居住の用に供する住宅（二世帯住宅以外の共

同住宅を除く。）を建築するために使用するとき。 

（手数料の免除の申請） 

第３８条 条例第３４条第３項の規定により手数料の免除を受けようとする

者は、小規模埋立事業許可手数料免除申請書（様式第４５号）により、市長

に申請しなければならない。この場合において、次の各号のいずれかに該当



する場合は、それぞれ当該各号に定める書類を添付しなければならない。 

（１） 前条第１号から第３号までに掲げる場合 農地法（昭和２７年法律

第２２９号）第５条第１項に規定する農地転用の許可の申請又は同項

第６号の規定による届出の際に、我孫子市農業委員会に提出した作付

計画書、作付誓約書及び農地転用許可申請書又は農地転用届出書の写

し 

（２） 前条第５号に掲げる場合 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第６条第１項又は同法第６条の２第１項に規定する確認済証の写し

及び土地の所有者が居住する旨の誓約書（様式第４６号） 

（関係書類の提出部数） 

第３９条 この規則の規定により事業者が提出する書類及び図面の提出部数

は、正本及び副本各１部とする。 

（補則） 

第４０条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の我孫子市埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）

第１９条の規定により発行されている証明書は、改正後の我孫子市埋立て等

による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（以下「改正

後の規則」という。）第３５条の規定により発行されたものとみなす。 

３ 改正後の規則別表第１の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に行われる土砂等の埋立て等により使用される土砂等について

適用し、施行日前に行われた土砂等の埋立て等により使用される土砂等につ

いては、なお従前の例による。 

４ この規則の施行の際現に我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第１６号。



以下「改正条例」という。）による改正前の我孫子市埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１５年条例第２２号。以下「改

正前の条例」という。）第９条の規定による許可（改正前の条例第１４条第

１項及び改正前の条例第２３条第１項の許可を含む。以下「既許可」という。）

を受けている者が施行日前に改正前の条例第１６条の規定による届出を行

った場合における当該届出に係る土砂等（当該届出に係る土砂等の搬入期間

内に搬入されるものに限る。）についての改正後の規則別表第１の規定の適

用については、前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

５ この規則の施行の際現に既許可を受けている者が施行日から平成２７年

９月３０日までの間に当該既許可に係る小規模埋立事業区域に土砂等を搬

入しようとすることについて、施行日以後に改正条例による改正後の我孫子

市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（以下「改

正後の条例」という。）第１６条の規定による届出を行う場合であって、当

該届出に係る土砂等が改正前の規則別表第１の規定による安全基準に適合

していることについて施行日前に改正前の条例第１６条の規定による証明

があったとき（施行日前に、同条第１号若しくは第４号の規定による承認又

は同条第２号の規定による証明があったときを含む。）における当該届出に

係る土砂等についての改正後の規則別表第１の規定の適用については、附則

第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

６ この規則の施行の際現に既許可を受けている者の当該既許可に係る小規

模埋立事業区域内において、前３項の規定によりなお従前の例によることと

される土砂等を使用して土砂等の埋立て等が行われた場合における改正後

の条例第１８条第２項、改正後の条例第２１条第４項及び改正後の条例第２

２条第２項の規定による確認に係る当該小規模埋立事業区域内の土砂等に

ついての改正後の規則別表第１の規定の適用については、附則第３項の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 



別表第１（第４条、第１９条、第２１条関係） 

項目 基準値 測定方法 

カドミウム 検液１Ｌにつき０．０１mg 以下 

土壌の汚染に係る環境基
準について（平成３年環境
庁告示第 46 号）別表に定
める方法 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐
りん

 
検液中に検出されないこと。 

鉛 検液１Ｌにつき０．０１mg 以下 

六価クロム 検液１Ｌにつき０．０５mg 以下 

砒
ひ

素 
検液１Ｌにつき０．０１mg 以下、か
つ、埋立て等の用に供する土地の利
用目的が農用地（田に限る。）であ
る場合は、試料１kg につき１５mg 未
満 

総水銀 検液１Ｌにつき０．０００５mg 以下 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 埋立て等の用に供する土地の利用目
的が農用地（田に限る。）である場
合は、試料１kg につき１２５mg 未満 

ジクロロメタン 検液１Ｌにつき０．０２mg 以下 

四塩化炭素 検液１Ｌにつき０．００２mg 以下 

１，２―ジクロロエタン 検液１Ｌにつき０．００４mg 以下 

１，１―ジクロロエチレン 検液１Ｌにつき０．１mg 以下 

シス―１，２―ジクロロエ

チレン 

検液１Ｌにつき０．０４mg 以下 

１，１，１―トリクロロエ

タン 

検液Ｌにつき１mg 以下 

１，１，２―トリクロロエ

タン 

検液１Ｌにつき０．００６mg 以下 

トリクロロエチレン 検液１Ｌにつき０．０３mg 以下 

テトラクロロエチレン 検液１Ｌにつき０．０１mg 以下 

１，３―ジクロロプロペン 検液１Ｌにつき０．００２mg 以下 

チウラム 検液１Ｌにつき０．００６mg 以下 

シマジン 検液１Ｌにつき０．００３mg 以下 

チオベンカルブ 検液１Ｌにつき０．０２mg 以下 

ベンゼン 検液１Ｌにつき０．０１mg 以下 

セレン 検液１Ｌにつき０．０１mg 以下 

ふっ素 検液１Ｌにつき０．８mg 以下 

ほう素 検液１Ｌにつき１mg 以下 

土壌酸度 検液に対し８．１pH 未満 

埋立て等の用に供する土地 

地盤工学会基準

(JGS0211-200*)土懸濁液

の pH 試験方法（採取する

土壌は、表層から 1.0ｍ

（埋立て等の用に供する



土地の利用目的が樹木栽

培の場合は、1.5ｍ）まで

の深さの間から採取する

ものとする。） 



別表第２（第８条関係） 

主な協議事項 協議担当課 

林地及び農用地区内の農用地の埋立てに関するこ

と。 

環境経済部 農政課 

運搬車両が保育園又は幼稚園に隣接する道路を通過

する場合における留意事項に関すること。 

子ども部 保育課 

市道（法定外公共物を含む。）の占用許可及び施工承

認、雨水排水路への排水接続、土砂等の搬入車両の

市道への影響、交通安全施設等に関すること。 

建設部 道路課 

雨水排水路（法定外公共物を含む。）の占用許可及び

雨水排水路への排水接続承認に関すること。 

建設部 治水課 

我孫子市景観条例（平成１１年条例第１３号）第１０

条に規定する景観計画区域における埋立て等の景観

に関すること。 

都市部 都市計画課 

建築基準法に規定する建築物又は工作物の設置に関

すること。 

都市部 建築住宅課 

保存緑地及び手賀沼沿い斜面林の開発並びに保存樹

木の伐採に関すること。 

都市部 公園緑地課 

運搬車両が小中学校のスクールゾーンを通過する場

合における留意事項に関すること。 

教育委員会

教育総務部 

学校教育課 

農地転用、客土行為その他の農地法に関する手続に

関すること。 

農業委員会 



別表第３（第９条、第１６条関係） 

１ 砂防法（明治３０年法律第２９号）第４条第１項の規定により砂防指定地

における許可を要する行為 

２ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第

８８号）第２９条第７項の規定による特別保護地区の区域内における許可を

要する行為 

３ 土地改良法に基づく土地改良事業 

４ 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第３９条第１項の規定によ

る漁港の区域内の水域又は公共空地における許可を要する行為 

５ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３７条第１項の規定による港湾区

域内及び港湾隣接地域内における許可を要する行為 

６ 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２の規定による許可を要

する開発行為並びに同法第３１条及び第３４条第２項（同法第４４条におい

て準用する場合を含む。）の規定による保安林予定森林、保安林及び保安施

設地区における許可を要する行為 

７ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の規定による道路管理者以

外の者が行う工事についての承認を要する行為、同法第３２条第１項の規定

による道路の占用の許可及び同法第９１条第１項の規定による道路予定区

域における許可を要する行為 

８ 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業及び同法第７６条第１項の規

定による施行地区内における許可を要する行為 

９ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第６条第１項の規定による都市公

園内における占用の許可を要する行為 

１０ 海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第７条第１項及び第８条第１項の

規定による海岸保全区域内における許可を要する行為 

１１ 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２０条第３項の規定による

特別地域内における許可を要する行為及び第２１条第３項の規定による

特別保護地区内における許可を要する行為 

１２ 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第１８条第１項の規定に

よる地すべり防止区域内における許可を要する行為 

１３ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第８条の規定による許

可を要する宅地造成 

１４ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第２４条の規定による河川区域内

の土地の占用の許可を要する行為並びに同法第２７条第１項、第５５条第



１項、第５７条第１項及び第５８条の４第１項の規定による河川区域内の

土地、河川保全区域内、河川予定地及び河川保全立体区域内における許可

を要する行為 

１５ 都市計画法第２９条第１項及び第２項の規定による許可を要する開発

行為 

１６ 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づく市街地再開発事業及

び同法第６６条第１項の規定による施行地区内における許可を要する行

為 

１７ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第７条第１項の規定による急傾斜地崩壊危険区域内における許可を要

する行為 

１８ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１５条

の２第１項の規定による農用地区域内における許可を要する行為 

１９ 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第１４条第１項の規定による特

別緑地保全地区内における許可を要する行為及び同法第２０条第１項の

規定による地区計画等の区域内における許可を要する行為 

２０ 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第８条第１項の規定による生産

緑地地区内における許可を要する行為 

２１ 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法

（昭和５０年法律第６７号）に基づく住宅街区整備事業並びに同法第７条

第１項及び第６７条第１項の規定による土地区画整理促進区域内及び施

行地区内における許可を要する行為 

２２ 千葉県立自然公園条例（昭和３５年千葉県条例第１５号）第１９条第１

項の規定による特別地域内における許可を要する行為 

２３ 宅地開発事業の基準に関する条例（昭和４４年千葉県条例第５０号）第

７条第１項の規定による設計の確認を要する宅地開発事業 

２４ 千葉県自然環境保全条例（昭和４８年千葉県条例第１号）第９条第４項

の規定による特別地区内における許可を要する行為 

２５ 千葉県港湾管理条例（昭和５１年千葉県条例第４５号）第４条第１項及

び第５条第１項の規定による港湾施設の使用の許可を要する行為 

２６ 我孫子市景観条例第１６条の規定により届出を要する行為



別表第４（第１５条関係） 

１ 小規模埋立事業区域の地盤にすべりやすい土質の層があるときは、その

地盤にすべりが生じないようにくい打ち、土の置換えその他の措置が講じ

られていること。 

２ 著しく傾斜している土地において小規模埋立事業を施工する場合は、小

規模埋立事業を施工する前の地盤と小規模埋立事業に使用された土砂等と

の接する面がすべり面とならないように当該地盤の斜面に段切り等の措置

が講じられていること。 

３ 埋立て等の高さ（小規模埋立事業により生じたのり面の最下部（擁壁を

用いる場合は、当該擁壁の上端）と最上部の高低差をいう。以下同じ。）

及びのり面（擁壁を用いる場合は、当該擁壁部分を除く。以下同じ。）の

勾配は、次の表の土砂等の区分の欄に掲げる土砂等の区分に応じ、それぞ

れ当該埋立て等の高さの欄及び当該のり面の勾配の欄に定めるものである

こと。 

土砂等の区分 埋立て等の高さ のり面の勾配 

砂、礫、砂

質土、礫質

土、通常の

施 工 性 が

確 保 さ れ

る 粘 性 土

及 び こ れ

ら に 準 ず

るもの 

建 設 業 に 属 す る 事

業 を 行 う 者 の 再 生

資 源 の 利 用 に 関 す

る 判 断 の 基 準 と な

る べ き 事 項 を 定 め

る省令（平成３年建

設省令第１９号）別

表 第 １ に 規 定 す る

第１種建設発生土、

第 ２ 種 建 設 発 生 土

及 び 第 ３ 種 建 設 発

生土 

安定計算を

行った場合 

安全が確保

される高さ 

安全が確保される勾

配 

その他 10メートル

以下 

垂直１メートルに対

す る 水 平 距 離 が 1.8

メートル（埋立て等

の高さが５メートル

以下の場合にあって

は、1.5メートル）以

上の勾配 

その他 ５メートル以下 垂直１メートルに対

す る 水 平 距 離 が 1.5

メートル以上の勾配 

その他 安定計算を行い、安全

が確保される高さ 

安定計算を行い、安

全が確保される勾配 



４ 擁壁を用いる場合の当該擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（昭和

３７年政令第１６号）第６条から第１０条までの規定に適合すること。 

５ 埋立て等の高さが５メートル以上である場合は、埋立て等の高さが５メ

ートルごとに幅が１メートル以上の段を設け、当該段及びのり面には雨水

等によるのり面の崩壊を防止するための排水溝が設置されていること。 

６ 小規模埋立事業の完了後の地盤にゆるみ、沈下又は崩壊が生じないよう

に締固めその他の措置が講じられていること。 

７ のり面は、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等によって風化その他の

侵食に対して保護する措置が講じられていること。 

８ 小規模埋立事業区域（のり面を除く。）は、利用目的が明確である部分

を除き、芝張り、植林その他土砂等の飛散防止のための措置が講じられて

いること。



 

別表第５（第１５条関係） 

１ 小規模一時堆積事業区域の隣接地と小規模一時堆積事業区域との間に、

次の表の左欄に掲げる小規模一時堆積事業区域の面積の区分に応じ、同表

の右欄に定める幅の保安地帯が設置されていること。  

１，０００平方メートル未満 ２メートル以上 

１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ３メートル以上 

２，０００平方メートル以上３，０００平方メートル未満 ４メートル以上 

２ 土砂等の堆積の高さ（のり面の最下部と最上部の高低差をいう。）が５

メートル以下であること。 

３  土砂等の堆積ののり面の勾配は、垂直１メートルに対する水平距離が

１．８メートル以上の勾配であること。 



 

様式第１号（第５条関係） 

 

小規模埋立事業措置命令書 

我孫子市達（  ）第   号   

年   月  日 

 

              様 

                          我孫子市長          印 

 

 我孫子市              で行っている事業は、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及

び災害の発生の防止に関する条例（第７条第１項・第８条第１項・第９条第１項・第９条第２項・第１

４条第１項・第１４条の２）の規定に違反しているので、同条例（第７条第２項・第２５条第１項・第

２５条第２項・第３０条第１項・第３０条第２項）の規定により、次の措置を講ずるよう命じます。 

 

 

１ 措置命令内容   

 

２ 措置命令の理由 

 

３ 措置期限    年  月  日 

 

４ その他   

 

教示 

１ この処分について不服がある場合には、行政不服審査法の定めるところにより、この処分があったことを 知った日の翌日から起

算して 60 日以内に、我孫子市長に対して異議申立てをすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して 60 日以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、異議申立てをす

ることができなくなります。）。 

２ また、上記の異議申立てをしなくても、行政事件訴訟法の定めるところにより、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６月以内に、我孫子市を被告として（訴訟において我孫子市を代表する者は我孫子市長になります。）、処分の取消しの訴えを提

起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分の日の翌日から

起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上

記の異議申立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分又は決

定の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、処分又は決定の取消しの訴え

を提起することができなくなります。）。 

 

 



 

様式第２号（第５条関係） 

小規模埋立事業改善計画書 

 

年   月   日 

 我孫子市長 あて 

                  

                報告者 住 所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）                                    

 

                    氏 名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

  ㊞ 

                    電話番号 

                                        担当者名 

 

     年  月  日付け我孫子市達（  ）第  号により命令のあった措置については、次の

とおり実施します。 

 

１ 土砂等の埋立て等の位置及び区域の面積 

我孫子市           番地   ほか   筆 

                     平方メートル 

 

２ 措置を講じる土砂等の埋立て等の区分（該当する番号を○で囲むこと。） 

（１） 土砂等の埋立事業 

（２） 小規模一時堆積事業    

 

３ 事業が小規模埋立事業である場合の許可年月日及び許可番号 

      年   月   日 我孫子市指令（  ）第    号 

 

４ 改善計画の内容（該当する番号を○で囲むこと。） 

（１） 汚染土壌の一部撤去 

（２） 汚染土壌の全部撤去 

（３） 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）別表第５に定める方法による汚染

除去等の措置 

 （４） 土砂等の崩落等の防止措置 

 （５） その他（                                    ） 

 

５ 添付書類 

土壌一部撤去計画書、汚染除去措置計画書又は崩落等防止措置計画書及び工程表 

 

６ 措置の施工期間 

        年   月   日から     年   月   日まで 



 

様式第３号（第５条関係） 

小規模埋立事業改善措置完了報告書 

 

年   月   日 

 

 我孫子市長 あて 

 

              報告者  住 所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

 

                   氏 名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

                                           ㊞ 

 電話番号 

 担当者名 

 

     年  月  日付け我孫子市達（  ）第  号により命令のあった措置については、次の

とおり実施したので報告します。 

 

１ 土砂等の埋立て等の位置及び事業区域の面積 

   我孫子市           番地   ほか   筆 

                    平方メートル   

２ 措置を講じた土砂等の埋立て等の区分（該当する番号を○で囲むこと。） 

 （１） 土砂等の埋立事業 

（２） 小規模一時堆積事業   

 

３ 事業が小規模埋立事業である場合の許可年月日等 

      年   月   日 我孫子市指令（  ）第    号 

 

４ 措置の内容（該当する番号を○で囲むこと。） 

（１） 汚染土壌の一部撤去 

（２） 汚染土壌の全部撤去 

（３） 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）別表第５に定める方法による汚染

除去等の措置） 

（４） 土砂等の崩落等の防止措置 

 （５） その他（                                    ） 

 

５ 添付書類 

土壌一部撤去実施報告書、汚染除去措置実施報告書又は崩落等防止措置実施報告書及び写真 

 

６ 措置の完了年月日 

          年   月   日



 

様式第４号（第６条関係） 

年  月  日   

 

公共的団体認定申請書 

 

 我孫子市長 あて 

   

  申請者 主たる事務所の所在地 

      名称及び代表者の氏名 

                                          ○印  

 電話番号 

 担当者名 

 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則第６条第２項の規定

により、小規模埋立事業に係る公共的団体の認定を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

１ 申請者の資本金、基本金その他これらに準ずるものの出資総額及び出資者のうち地方公共団体別の

出資金額 

 （１） 出資総額              千円（    年  月  日現在） 

 （２） 地方公共団体別の出資金額 

地方公共団体名 出 資 金 額 

 千円 

 千円 

 千円 

合   計 千円 

 

２ 土砂等の埋立て等に係る事業の実績 

 

 

 

 

 

添付書類 

１ 定款 

２ 履歴事項全部証明書 

３ 事業報告書、損益計算書及び貸借対照表 

 

 

 

 



 

様式第５号（第６条関係） 

公 共 的 団 体 認 定 通 知 書 

 

我孫子市指令（  ）第   号  

                                       年  月  日  

 

     所在地 

 団体名 名 称 

     代表者名         様 

 

                          我孫子市長             印 

 

 

 貴団体は、我孫子市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９条第

１項第１号に規定する公共的団体であると認定したので、通知します。 

  

                         

１ 施工する公共事業の施工場所及び事業名 

   施工場所 我孫子市          番地  ほか 

   事 業 名 

 

２ 公共事業の施工期間 

        年   月   日から    年   月   日まで 

 

３ 公共事業に伴い施工する小規模埋立事業の区分 

   土砂等の埋立事業  ・  小規模一時堆積事業 

 

４ 小規模埋立事業区域の面積及び土砂等の搬入量又は年間搬入量      

             平方メートル  

             立方メートル 

 



 

様式第６号（第７条関係） 

（表） 

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書                       

 

 私（土地所有者）は、小規模埋立事業許可申請者からの裏面の説明事項を確認し、土砂等の埋立事業

に異議がないので、次の所有地を当該事業に使用することに同意します。 

 

１ 事業許可申請者の住所及び氏名（法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

   住 所 

   氏 名 

２ 土地使用の同意期間 

         年  月  日 から   年  月  日 まで 

３ 同意する所有地 

   総面積           平方メートル（登記簿面積） 

   筆内訳 

所在及び地番 地   目 
地積（登記簿） 
（平方メートル） 

摘   要 

    

    

    

 

  ここに同意したことを証するため、署名押印します。 

 

                   年  月  日 

                

                土地所有者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                （同意者）  

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  

                                          ㊞ 

                      電話番号 

 

注意事項 

１ この同意書の裏面にも記入すること。 

２ 土地所有者（同意者）の印は、印鑑登録している印を押印すること。 

３ この同意書には土地所有者（同意者）の「印鑑登録証明書」を添付すること。 

４ 土地所有者（同意者）が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印すること。 

５ 土地使用の同意期間が一筆ごとに異なる場合は、摘要欄にその期間を記載すること。 

 

 

 



 

（裏） 

小規模埋立事業許可申請者から

説明を受けた期日 
年   月   日 

同意するに当たり、説明を受けて確認した事項の番号を○で囲むこと。 

説 
 
 
 
 

明 
 
 
 
 

事 
 
 
 

 

項 

１ 事業許可申請者の氏名及び住所（法人の場合は、その名称、主たる事務所

の所在地及び代表者の氏名） 

２ 小規模埋立事業区域の位置及び面積 

３ 現場事務所（土砂等の搬入を管理するための事務所をいう。以下同じ。）そ

の他小規模埋立事業に供する施設の設置計画及び位置並びに当該現場事務所

に置く現場責任者の氏名及び職名（現場事務所を当該小規模埋立事業区域に

設置することができない場合は、現場事務所と同等の機能を有する事務所の

所在地並びに当該小規模埋立事業を管理する施工責任者の氏名及び職名） 

４ 小規模埋立事業に使用される土砂等の量 

５ 小規模埋立事業を施工する期間 

６ 小規模埋立事業が完了した場合の小規模埋立事業区域の構造 

７ 小規模埋立事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項 

８ 小規模埋立事業が施工されている間において、小規模埋立事業区域以外の

地域への当該小規模埋立事業に使用された土砂等の崩落、飛散又は流出によ

る災害の発生を防止するために必要な措置 

９ 土地所有者の義務及び土地所有者に対する措置命令に関する事項 

１０ その他（                            ） 

小規模埋立事業の施工途中で当該事業に同意した土地所有者が変更した場合

は、変更後の土地所有者は次の事項についても確認し、確認した事項の番号を

○で囲むこと。 

１ 土地所有者が変更した時点までの小規模埋立事業の施工状況 

２ その他（                            ） 

 

 

 

 



 

様式第７号（第７条関係） 

（表） 

小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書                      

 

 私（土地所有者）は、小規模一時堆積事業許可申請者からの裏面の説明事項を確認し、小規模一時堆

積事業に異議がないので、次の所有地を当該事業に使用することに同意します。 

 

１ 事業許可申請者の住所及び氏名（法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

   住 所 

   氏 名 

２ 土地使用の同意期間 

      年  月  日 から    年  月  日 まで 

３ 同意する所有地 

   総面積           平方メートル（登記簿面積） 

   筆内訳 

所在及び地番 地   目 
地積（登記簿） 
（平方メートル） 

摘   要 

    

    

    

 

 ここに同意したことを証するため、署名押印します。 

      年  月  日 

                  土地所有者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                   （同意者） 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

                                                                 ㊞ 

                             電話番号 

 

 

注意事項 

１ この同意書の裏面にも記入すること。 

２ 土地所有者（同意者）の印は、印鑑登録している印を押印すること。 

３ この同意書には土地所有者（同意者）の「印鑑登録証明書」を添付すること。 

４ 土地所有者（同意者）が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印すること。 

５ 土地使用の同意期間が一筆ごとに異なる場合は、摘要欄にその期間を記載すること。 



 

（裏） 

小規模一時堆積事業許可申請者

から説明を受けた期日 
年   月   日 

同意するにあたり、説明を受けて確認した事項の番号を○で囲むこと。 

説 
 
 
 
 

明 
 
 
 
 

事 
 
 
 
 

項 

１ 事業許可申請者の氏名及び住所（法人の場合は、その名称、主たる事務所

の所在地及び代表者の氏名） 

２ 小規模一時堆積事業区域の位置及び面積 

３ 現場事務所（土砂等の搬入及び搬出を管理するための事務所をいう。以下

同じ。）その他小規模一時堆積事業に供する施設の設置計画及び位置並びに当

該現場事務所に置く現場責任者の氏名及び職名（現場事務所を当該小規模一

時堆積事業区域に設置することができない場合は、現場事務所と同等の機能

を有する事務所の所在地並びに当該小規模一時堆積事業を管理する施工責任

者の氏名及び職名） 

４ 年間の小規模一時堆積事業に使用される土砂等の搬入及び搬出の予定量 

５ 小規模一時堆積事業に使用される土砂等の堆積の構造 

６ 小規模一時堆積事業区域の表土と小規模一時堆積事業に使用される土砂等

が遮断される構造である場合は、その構造 

７ 小規模一時堆積事業に使用される土砂等について、当該土砂等が発生し、

又は採取された場所ごとに当該土砂等を区分するために必要な措置 

８ 土地所有者の義務及び土地所有者に対する措置命令に関する事項 

９ その他（                            ） 

 

小規模一時堆積事業の施工途中で当該事業に同意した土地所有者が変更した場

合は、変更後の土地所有者は次の事項についても確認し、確認した事項の番号

を○で囲むこと。 

１ 土地所有者が変更した時点までに作成された土砂等管理台帳 

２ 土地所有者が変更した時点までの小規模一時堆積事業の施工状況 

３ その他（                            ） 

 

 

 

 



 

様式第８号（第７条関係） 

小規模埋立事業区域内施工同意書 

 

 私（権利者）は、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１０条第

２項の規定により、小規模埋立事業許可申請者から説明のあった小規模埋立事業の内容を確認し、当該

事業に異議がないので、次の権利地において施工することに同意します。 

 

１ 小規模埋立事業の区分（該当する事業を○で囲むこと。） 

   埋立事業  ・  一時堆積事業 

２ 事業許可申請者から事業説明を受けた期日 

       年   月   日 

３ 事業許可申請者の住所及び氏名（法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

   住 所 

   氏 名 

４ 保有する権利の区分（該当する権利を○で囲むこと。） 

   地上権  ・  永小作権  ・  質権  ・  賃借権 

５ 施工の同意期間 

        年  月  日 ～    年  月  日 

６ 同意する権利地 

所在及び地番 地   目 
地積（登記簿） 
（平方メートル） 

保 有 す る 
権利の名称 

摘 要 

     

     

     

 ここに同意したことを証するため、署名押印します。 

      年  月  日 

 

                     権利者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                    （同意者） 

                         氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

 

                  ○印  

                         電話番号              

 

注意事項 

１ 権利者（同意者）の印は、印鑑登録している印を押印すること。 

２ この同意書には権利者（同意者）の「印鑑登録証明書」を添付すること。 

３ 権利者（同意者）が法人の場合は、署名押印に代えて記名押印すること。 

４ 施工の同意期間が一筆ごとに異なる場合は、摘要欄にその期間を記載すること。



 

様式第９号（第７条関係） 

小規模埋立事業区域内土地所有者変更届 

 

                                       年  月  日  

 

 我孫子市長 あて 

 

                   届出者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

（許可事業者） 

                        氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ○印  

                               電話番号 

                        担当者名 

 

 小規模埋立事業区域内の土地所有者が変更したので、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例施行規則第７条第４項の規定により、次のとおり届け出ます。 

小規模埋立事業の許可番号等    年  月  日 我孫子市指令（  ）第   号 

小規模埋立事業区域の位置 （所在及び地番）         ほか   筆 

小規模埋立事業の許可期間 年  月  日から  年  月  日まで  

変更前の小規模埋立事業に同意

した土地所有者の住所及び氏名 

住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

土地所有者が変更した期日    年  月  日 

変更後の小規模埋立事業に同意

した土地所有者の住所及び氏名 

住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

土地所有者が変更した事由区分

（該当事項を○で囲むこと。） 
譲受け ・ 相続 ・ 合併 ・ 分割 

 添付書類 

 １ 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書（様式第６号）又は小規模埋立事

業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書（様式第７号） 

 ２ 土地所有者が変更したことを確認できる書類（登記簿謄本等） 

 ３ 小規模埋立事業に同意した土地の公図の写し 

 

 

 

 

 



 

様式第１０号（第８条関係） 

（表） 

土砂等の埋立て等事前計画書 

 

年  月  日   

 我孫子市長 あて 

 

                   事業者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

     氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

 ㊞ 

                       電話番号              

                       担当者名 

 

 次のとおり土砂等の埋立て等（ 埋立て ・ 一時堆積 ）を伴う事業を計画しているので、関係書類及

び図面を添えて届け出ます。 

 

１ 設計担当者の連絡先 

 （住所）                     （電話番号） 

 （事業者名）                   （担当者名） 

２ 土砂等の埋立て等の土地地番、面積、所有者等（筆数が多い場合は、別に記載の上添付すること。） 

字名・地番 地目 地積 (㎡) 所有者氏名 所有者住所 

     

     

     

     

事 業 予 定 面 積    

 

３ 土砂等の埋立て等の区分（該当する番号を○で囲むこと。） 

 （１） 事業区域内での切土のみ（発生する切土の全量搬出のみ） 

 （２） 事業区域内で切土により発生した土砂等による埋立て（余剰切土の一部搬出を含む。） 

（３） 事業区域外から搬入する土砂等による埋立て（区域内の切土との併用を含む。） 

（４） 事業区域外から搬入する土砂等の一時堆積（土地の形質変更をしないものに限る。） 



 

（裏） 

４ 埋立て等の計画概要 

区  分 面 積 (Ｓ) 最大の高さ 平均高さ(ｈ) 土砂等の量(Ｖ) 

Ｂ 切土する区域 ㎡ ―   ｍ ―   ｍ ―     ｍ３ 

Ｃ 切土による盛土の区域 ㎡ ｍ ｍ ｍ３ 

Ｄ 搬入土砂等の埋立て区域 ㎡ ｍ ｍ ｍ３ 

Ｅ 地盤を変更しない区域 ㎡ ｍ ｍ ｍ３ 

Ａ 事業全体の区域面積 ㎡    

・事業区域面積Ａ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅであること。（表面の地積の事業予定面積と概ね一致すること。） 

・土砂等の量(Ｖ)＝(Ｓ)×(ｈ)であること。（搬入・搬出の土砂量は次の合計量と概ね一致すること。） 

※ 農地・山林造成以外は、現地に草木が全くない場合を除いて、現地でのすき取り土厚は 15 ㎝とみなし、当該すき取り土は、埋立て 

 等に使用する土砂等として算入しないものとする。 

５ 一時堆積の計画概要（短辺×長辺＝堆積面積(Ｓ)は３００㎡、高さは５ｍ未満であること。） 

 

 

 

６ 土砂等の搬入予定量（土砂等の発生元欄には、なし、未定、土砂等発生元の工事名などを記載すること。） 

 

 

 

 

 

 

７ 土砂等の搬出予定量（土砂等の搬出先欄には、なし、未定、土砂等の搬出先堆積場名などを記載すること。） 

 

 

 

 

 

８ 事業の施工期間及び土砂等の埋立て又は一時堆積の期間（下段） 

事業施工期間      年   月   日から      年   月   日まで 

（うち埋立ての施工又は一時堆積の期間     年   月   日から    年   月   日まで） 

９ 添付書類 

区 分 短辺の長さ 長辺の長さ 堆積面積(Ｓ) 平均高さ(ｈ) 土砂堆積量(Ｖ) 

一時堆積 ｍ ｍ ㎡ ｍ ｍ３ 

土砂等の発生元（工事名、所在地等） 予定量 (ｍ３) 建設残土の有無 

  有 ・ 無 

  有 ・ 無 

  有 ・ 無 

合  計（上記Ｄ欄の土砂等の量）   

土砂等の搬出先（堆積場名、工事名及び所在地等） 予定量 (ｍ３) 搬出期間 

  ／ ～ ／ 

  ／ ～ ／ 

合  計（上記Ｂ欄－Ｃ欄の土砂等の量）   

開発行為以外の

場合 

①事業区域の見取図（周辺家屋等の状況が分かるもの。搬入・搬出経路を記載すること。）②事業区域の現況平面図

（切土・盛土又は一時堆積の範囲を記載すること。）③事業完了時の計画平面図（埋立ての場合は、縦・横断面又は

擁壁構造を併記すること。）④暴力団排除に関する誓約書（様式第１１号）及び届出者が個人の場合は本籍の記載さ

れた住民票、法人又は団体の場合は履歴事項全部証明書 

開発行為の場合 
①事業区域の見取図（周辺家屋等の状況が分かるもの。搬入・搬出経路を記載すること。）②我孫子市開発行為事前

協議申請書（我孫子市開発行為に関する条例施行規則様式第１号）に受付印が押されたものの写し 



 

様式第１１号（第８条関係） 

（表） 

暴力団排除に関する誓約書 

 

□私 
□当社（団体） 

は、次の１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異

議は一切申し立てません。 

 また、我孫子市の求めに応じ、当方の役員等名簿及び履歴事項全部証明書を提出するとともに、我孫

子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第３３条の２の規定に基づき、これ

らの書類から確認できる範囲で個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

１ 許可の相手方として不適当な者 

 （１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）又はその役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事その他経営に

実質的に関与している者をいう。）が、暴力団又は暴力団員（我孫子市暴力団排除条例（第２条

第１号に規定する暴力団及び同条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

 （２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

 （３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は関与しているとき。 

 （４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

とき。 

 （５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

 

２ 埋立事業者として不適当な行為をする者 

 （１） 暴力的な要求行為を行う者 

 （２） 法的な要求を超えた不当な要求行為を行う者 

 （３） 埋立事業に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

 （４） 偽計又は威力を用いて許可担当者等の業務を妨害する行為を行う者 

 （５） 設計・事務手続委託業者、施工業者、土砂等運搬業者等の埋立事業関連業者、土木資材・機

材等のリース会社等が上記１に該当することを知りながら、引き続き当該埋立事業に関与させ

ている者 

 

 我孫子市長 あて 

      年  月  日 

               住所（法人又は団体の場合は、主たる事務所の所在地） 

               生年月日（個人の場合のみ） 

               氏名（法人又は団体の場合は、名称及び代表者の氏名） 

 
                    ※ 個人の場合は本籍記載の住民票を添付し、法人又は団体の場合は（裏面）役員等名簿に

全ての役員等の氏名・生年月日・性別・住所を記載し、履歴事項全部証明書を添付するこ

と。 



 

（裏） 

役 員 等 名 簿 

 

法人（団体）名：                     

注 法人又は団体の場合には、履歴事項全部証明書に記載されている役員等全員を記入してください。 

 

役 職 名 氏 名
（フ  リ ガ  ナ）

     生 年 月 日 性別 住     所 

 （             ）    

 （             ）    

 （             ）    

 （             ）    

 （             ）    

 （             ）    

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

 （             ）    

 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 
T

S

H 

T

S

H 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

T

S

H 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

年  月  日 

男
・
女 

男
・
女 
男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 

男
・
女 



 

様式第１２号（その１）（第９条関係） 

 

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）許可申請書 

 

                                      年  月  日  

 

 我孫子市長 あて 

 

                   申請者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

 

                       氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  

                                         ○印  

                       電話番号               

                       担当者名             

 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１１条第１項の規定により、

小規模埋立事業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて次のとおり申請します。 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 

 

（所在及び地番）            ほか   筆 

（別紙「地番一覧」のとおり） 

 
小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 面 積 （実測面積）       平方メートル 

現場事務所その他小規模埋立事業に

供する施設の設置計画 
別添図面   のとおり 

現場事務所の位置又は管理事務所の

所在地 

（所在及び地番） 

（連絡先電話番号） 

現場責任者又は施工責任者の氏名及

び職名 
（職名）     （氏名） 

小規模埋立事業に使用される土砂等

の量 
（搬入予定量）      立方メートル 

小 規 模 埋 立 事 業 の 施 工 期 間 年  月  日から  年  月  日まで 

事業が完了した場合の小規模埋立事

業区域の構造 
別添図面     のとおり 

小規模埋立事業に使用される土砂等

の搬入計画 
別紙のとおり 

施工期間中の小規模埋立事業区域外

への土砂等の崩落、飛散又は流出の

防止措置 

別添施工図面    のとおり 

申請者が未成年者である場合は、そ

の法定代理人の氏名及び住所 

（住所） 

（氏名） 



 

 

様式第１２号（その２）（第９条関係） 

添 
 
 
 

付 
 
 
 

書 
 
 
 

類 

 次に掲げる書類のうち添付した書類について、該当する番号を○で囲むこと。 
（１及び２の書類については、申請日前６月以内にこれらの書類を提出し、その内容に変更がない場
合は、省略することができる。） 
 
１ 申請者の住民票（本籍が記載されたものに限る。以下同じ。）の写し（申請者が法人の場合は、履
歴事項全部証明書及び全役員の住民票の写し） 

２ 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 
３ 小規模埋立事業場及び小規模埋立事業区域の位置図及び付近の見取図 
４ 小規模埋立事業区域の平面図及び断面図（小規模埋立事業の施工前後の構造が確認できるものに
限る。） 

５ 小規模埋立事業区域の土地の登記事項証明書（全部事項証明書）及び公図の写し 
６ 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 
７ 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格を有することの公的証明書の
写し 

８ 小規模埋立事業を行おうとする者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次のいず
れかの書類 

 （１） 健康保険被保険者証の写し 
 （２） 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 
 （３） 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 
９ 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）に使用される土砂等の搬入計画書（様式第１４号） 
１０ 小規模埋立事業に使用される土砂等の予定量の計算書（ほぐし土量換算） 
１１ 土質試験等に基づく埋立て等の構造の安定計算を行った場合は、当該安定計算を記載した計算

書 
１２ 擁壁を用いる場合は、当該擁壁の断面図及び背面図 
１３ 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁を用いる場合は、当該擁壁の概要、構造計

画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書 
１４ 小規模埋立事業の施工の方法、工程及び施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した

小規模埋立事業施工計画書 
１５ 小規模埋立事業が規則別表第３に掲げる行為に該当する場合は、当該行為に該当することを証

する書面 
１６ 小規模埋立事業区域内の土地に申請者と異なる土地の所有者がある場合は、当該土地所有者の

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書（様式第６号）又は小規模埋立事業
（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書（様式第７号）（当該土地の所有者又は管理者が公
共的団体である場合は、当該公共的団体の発行する当該施工に関する承認書、同意書その他これ
に類する書類） 

１７ 小規模埋立事業区域内の土地に申請者と異なる小規模埋立事業の施工の妨げとなる権利を有す
る者がある場合は、当該権利者の小規模埋立事業区域内施工同意書（様式第８号） 

１８ 小規模埋立事業周辺関係者説明状況報告書（様式第１５号） 
１９ 条例第３条第２項の規定により説明をした際に周辺関係者と覚書、協定書等の締結を行った場

合は、その写し 
２０ 小規模埋立事業事前協議結果報告書（様式第１６号） 
２１ 第８条第２項の規定により協議をした際に協議担当課と覚書、協定書等の締結を行った場合は、

その写し 
２２ 現場事務所に代えて管理事務所を設置する場合は、現場事務所を設置しないことの理由書（様

式第１７号） 
２１ 小規模埋立事業区域が文化財保護法第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地に該当

するかを我孫子市教育委員会に確認したことに対する回答書の写し 
２２ 小規模埋立事業に関する土砂等の運搬が千葉県土砂運搬適正化対策要綱に規定する届出の対象

となる場合は、土砂運搬協定書の写し又は届出済みの当該届出書の写し 
２３ その他（                                    ） 

 



 

様式第１２号（その３）（第９条関係） 

                       地 番 一 覧                 （全   頁中  頁目） 

番
号 

土地（筆） 
地目 

地積 

登記簿（㎡） 

土地所有者 土地同意書 地上権者・質権者の 

住所及び氏名 

権利の名称 

施工同意書 
備考 

（字名） （地番） 氏名 住所 事業区域 その他 

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

 筆数  
地積

合計 
    

 

 
   



 

様式第１３号（第９条関係） 

 

現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表 

 

年  月  日 

  

 我孫子市長 あて 

        

                      事業者 住所又は本店の所在地 

（証明者） 

                          氏名又は名称  

             ㊞ 

                          電話番号 

 

 申請する小規模埋立事業に係る現場責任者（施工責任者）として、次の者を選任したことを証明します。 

 また、当該事業の施工に係る体制及び災害等の緊急連絡先について、次の現場組織表のとおり報告します。 

 

１ 現場責任者（施工責任者） 

   氏名及び生年月日（   年  月  日） 

 所属する施工事業所名 

   施工事業所の所在地 

   施工事業所における役職等 

   連絡先電話番号（事業所）               

          （責任者） 

 

２ 現場組織表（連絡先） 

   第一順位 現場責任者（施工責任者）   前記のとおり 

   第二順位 施工事業所   前記のとおり 

   第三順位 事業（証明）者 前記証明者のとおり 

   第四順位 土地所有者  氏名 

               住所 

               電話番号 

 

 

注意事項 

 

 第二順位以下は施工事業者事務所、申請者、土地所有者を適宜記載すること。 



 

様式第１４号（第９条関係） 

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）に使用される土砂等の搬入計画書 

 

１ 土砂等を搬入する小規模埋立事業の所在地   我孫子市                番地 ほか     筆 

２ 土砂等の搬入経路（最寄の幹線道路まで位置図の赤線で併記（経路が異なる場合は、路線別に番号を付記） 

３ 土砂等の搬入時間（午前７時から午後７時まで）           時   分から   時   分まで 

４ 搬入車輌の大きさ及び一日最大使用台数         トン積載車             台／日 

 

番
号 

搬入土砂の発生場所（所在地） 

搬入土砂の発生元事業者名 

（発生工事名・堆積場名及び事業者名） 

搬入計画内容 
搬入土砂等の 

性質（区分） 
備考 

今回搬入 

予 定 量  
一日最大搬入量 搬入期間 

１ 

所在地 

事業名 

事業者名 

㎥ ㎥ 
年  月  日から 

年  月  日まで 
  

２ 

所在地 

事業名 

事業者名 

㎥ ㎥ 
年  月  日から 

年  月  日まで 
  

３ 

所在地 

事業名 

事業者名 

㎥ ㎥ 
年  月  日から 

年  月  日まで 
  

４ 

所在地 

事業名 

事業者名 

㎥ ㎥ 
年  月  日から 

年  月  日まで 
  

５ 

所在地 

事業名 

事業者名 

㎥ ㎥ 
年  月  日から 

年  月  日まで 
  

土砂等搬入総量（埋立て土量） ㎥  

（注）１ 搬入土砂等の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１の区分を記載すること。 

   ２ 搬入計画欄には、土砂等の発生元別又は土砂等の量が 5,000 ㎥以内ごとに記載し、搬入総量（埋立総量）を下欄に記載すること。 

   ３ 土砂等の搬入量は、ほぐし土量換算（国土交通省土木工事標準積算基準書に準拠）して記載すること。



 

様式第１５号（第９条関係） 

（表） 

小規模埋立事業周辺関係者説明状況報告書 

年   月   日 

   

 我孫子市長 あて 

 

            報告者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

                   

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

            電話番号              

            担当者名 

 

 小規模埋立事業を施工するに当たり、周辺関係者への事業の説明状況について、次のとおり報告します。 

 

 １ 小規模埋立事業の位置（所在及び地番）                   ほか   筆 

 ２ 説明状況 

隣接地の地番等 
周辺関係者の住所・ 

氏名・電話番号 
説明日時 説明方法及び説明事項 同意 

要望・意見 

（同意しない場合は理由) 

同意があれば 

認印又は署名 

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  



 

（裏） 

隣接地の地番等 
周辺関係者の住所・ 

氏名・電話番号 
説明日時 説明方法及び説明事項 同意 

要望・意見 

（同意しない場合は理由) 

同意があれば 

認印又は署名 

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

  

／ 

訪問説明 

説明会 

文書配布 

有 

 

無 

  

備考  

 １ 周辺関係者とは、隣接地の所有者、周辺住民、水利権者等をいう。 

 ２ 周辺住民は、世帯主を代表者として氏名を記入のこと。 

添付書類 

 １ 説明を実施した範囲を示す図面（見取図）を添付すること。 

 ２ 記入欄が多数になる場合は、本様式（表部分のみ）を別紙により作成し添付すること。 

 ３ 説明相手から要望書、承諾書等の提出があった場合や、協定書を締結した場合は、それらの写しを添付すること。 

 

 

 

 



 

様式第１６号（第９条関係） 

小規模埋立事業事前協議結果報告書 

 

年   月  日 

  

 我孫子市長 あて 

                 

                報告者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

 

     氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

                   電話番号                  

                   担当者名 

 

 小規模埋立事業を計画するに当たり、関係各課との事前協議結果について次のとおり報告し

ます。 

注意事項 

１ 必要に応じて、説明に用いた計画概要書、環境保全上の留意事項説明書の写しを添付す

ること。 

２ 事業に係る協議関係課との覚書又は協定書、行政機関の承諾書又は許可書等の写しを添

付すること。 

№ 

日   時 

課   名 

担当職員名 

協 議 の 内 容 及 び 結 果 

１ 

 

 

 

 

２ 

         

         

         

 

３ 

         

         

         

 

４ 

         

         

         

 

５ 

         

         

         

 



 

様式第１７号（第９条関係） 

                                               

年  月  日 

 

現場事務所を設置しないことの理由書 

 

 我孫子市長あて 

 

               申請者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

  

                   氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

                   電話番号 

                   担当者名 

 

 次の理由により、やむを得ず現場事務所を設置することができないため、現場事務所を設置

せずに小規模埋立事業の許可を受けたいので申請します。 

 

 

 １ 理由 

 

 ２ 管理事務所の所在地等 

                      電話番号 

                      FAX 番号 

 ３ 施工責任者名 

 

 

（注意事項） 

  管理事務所は、関係書類等の縦覧場所及び連絡先の用途に使用するものとし（条例第１９

条及び規則第２２条）、現場には、施工責任者を配置すること（条例第１３条第１項第３号）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１８号（その１）（第９条関係） 

 

小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）許可申請書 

 

年  月  日   

  

 我孫子市長あて 

 

               申請者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

 

                   氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  

 ㊞ 

                   電話番号           

                   担当者名           

 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１１条第２項の規

定により、小規模一時堆積事業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて次のとおり

申請します。 

小規模一時堆積事業区域の位置 

 

（所在及び地番）          ほか   筆 

（別紙「地番一覧」のとおり） 

小規模一時堆積事業区域の面積 （実測面積）         平方メートル 

現場事務所その他小規模一時堆積事業

に供する施設の設置計画 
別添図面   のとおり 

現場事務所の位置又は管理事務所の所

在地 

（所在及び地番） 

（連絡先電話番号） 

現場責任者又は施工責任者の氏名及び

職名 
（職名）      （氏名） 

小規模一時堆積事業に使用される土砂

等の搬入及び搬出の予定量 

年間搬入予定量      ｍ3（一日平均    ｍ3） 

年間搬出予定量      ｍ3（一日平均    ｍ3） 

小規模一時堆積事業の施工期間 年  月  日 から   年  月  日まで 

小規模一時堆積事業に供する施設及び

土砂等の堆積の構造 
別添図面   のとおり 

事業区域の表土と土砂等が遮断される

構造である場合の構造 
別添図面   のとおり 

土砂等が発生し、又は採取された場所ご

とに土砂等を区分するために必要な措

置 

別添図面   のとおり 

申請者が未成年者である場合には、その

法定代理人の氏名及び住所 

（住所） 

（氏名） 



 

様式第１８号（その２）（第９条関係） 
 

添 
 
 

付 
 
 

書 
 
 

類 

 次に掲げる書類のうち添付した書類について、該当する番号を○で囲むこと。 

（１及び２の書類については、申請日前６月以内にこれらの書類を提出し、その内容に変更がな

い場合は、省略することができる。） 

 

１ 申請者の住民票の写し（申請者が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役員の住民票の

写し） 

２ 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 

３ 小規模一時堆積事業に係る小規模埋立事業場及び小規模埋立事業区域の位置図及び付近の

見取図 

４ 小規模一時堆積事業区域の土地の登記事項証明書（全部事項証明書）及び公図の写し 

５ 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 

６ 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格を有することの公的証

明書の写し 

７ 小規模埋立事業を行おうとする者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次

のいずれかの書類 

 （１） 健康保険被保険者証の写し 

 （２） 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

 （３） 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

８ 小規模一時堆積事業が規則別表第３に掲げる行為に該当する場合は、当該行為に該当するこ

とを証する書面 

９ 小規模一時堆積事業区域内の土地に申請者と異なる土地所有者がある場合は、当該土地所有

者の小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書 

１０ 小規模一時堆積事業区域内の土地に申請者と異なる小規模埋立事業の施工の妨げとなる

権利を有する者がある場合は、当該権利者の小規模埋立事業区域内施工同意書 

１１ 小規模埋立事業周辺関係者説明状況報告書（様式第１５号） 

１２ 条例第３条第２項の規定により説明をした際に周辺関係者と覚書、協定書等の締結を行っ

た場合は、その写し 

１３ 小規模埋立事業事前協議結果報告書（様式第１６号） 

１４ 第８条第２項の規定により協議をした際に協議担当課と覚書、協定書等の締結を行った場

合は、その写し 

１５ 現場事務所に代えて管理事務所を設置する場合は、現場事務所を設置しないことの理由書

（様式第１７号） 

１６ 小規模埋立事業に関する土砂等の運搬が千葉県土砂運搬適正化対策要綱に規定する届出

の対象となる場合は、土砂運搬協定書の写し又は届出済みの当該届出書の写し 

１７ 小規模一時堆積事業に係る小規模埋立事業場の平面図及び断面図（土砂等の堆積が最大と

なった場合の当該堆積の構造が確認できるものに限る。） 

１８ 小規模一時堆積事業区域の平面図及び断面図（土砂等の堆積が最大となった場合の当該堆

積の構造が確認できるものに限る。） 

１９ 小規模一時堆積事業区域の表土と小規模一時堆積事業に使用される土砂等が遮断される

構造である場合は、その構造図 

２０ 小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）に使用される土砂等の搬入及び搬出計画書（様式

第１９号） 

２１ その他（                                ） 

 

  



 

様式第１８号（その３）（第９条関係） 

                           地 番 一 覧                （全   頁中  頁目） 

番
号 

土地（筆） 
地目 

地積 

登記簿（㎡） 

土地所有者 土地同意書 地上権者・質権者の 

住所及び氏名 

権利の名称 

施工同意書 
備考 

（字名） （地番） 氏名 住所 事業区域 その他 

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

       有・無 有・無  有・無  

 筆数  
地積

合計 
    

 

 
   



 

様式第１９号（第９条関係） 

小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）に使用される土砂等の搬入及び搬出計画書 

 

１ 土砂等を搬入する小規模埋立事業の所在地   我孫子市                番地 ほか     筆 

２ 土砂等の搬入経路（最寄の幹線道路まで位置図の赤線で併記（経路が異なる場合は、路線別に番号を付記） 

３ 土砂等の搬入時間（午前７時から午後７時まで）           時   分から   時   分まで 

４ 搬入車輌の大きさ及び一日最大使用台数         トン積載車             台／日 

５ 堆積区画毎の土砂等の搬入・搬出計画 

堆積区画の名称  

搬

入 

搬入土砂の発生場所（所在地） 

搬入土砂の発生元事業者名 

（発生工事名・堆積場名及び事業者名） 

搬入計画 
搬入土砂等の 

性質（区分） 

備考 

初回搬入 

予定量 

一日最大 

搬入量 
搬入期間  

１ 

所在地 

事業名 

事業者名 ㎥ ㎥ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

実日数   日 

  

搬
出 

当該堆積区画の

最 大 堆 積 量  

搬  出  計  画 
土砂等の搬出先（所在地） 

搬出先の工事名又は事業者名 搬出先の区分 
初回搬出 

予定量 

一日最大 

搬出量 
搬出期間 

１ 

㎥ 

市内・県内・県外 ㎥ ㎥ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

所在地 

工事名又は事業者名 

２ 市内・県内・県外 ㎥ ㎥ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

所在地 

工事名又は事業者名 

３ 市内・県内・県外 ㎥ ㎥ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

所在地 

工事名又は事業者名 

４ 

 
市内・県内・県外 ㎥ ㎥ 

年 月 日から 

年 月 日まで 

所在地 

工事名又は事業者名 

５ 市内・県内・県外 ㎥ ㎥ 
年 月 日から 

年 月 日まで 

所在地 

工事名又は事業者名 

（注）１ この搬入・搬出計画書は、搬入土砂等の発生元に応じた堆積区画ごとに作成し、搬入・搬出量等を記載すること。 

   ２ 搬入土砂等の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１の区分を記載すること。 

   ３ 土砂等の搬入量は、ほぐし土量換算（国土交通省土木工事標準積算基準書に準拠）して記載すること。 



 

様式第２０号（第１０条関係） 

（表） 

小規模埋立事業許可（不許可）決定通知書 

 

我孫子市指令（  ）第   号  

        年  月  日  

 

  

              様 

 

                        我孫子市長           □印  

 

     年 月 日付けで申請のあった小規模埋立事業については、我孫子市土砂等の埋立て等

による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９条第１項の規定により次のとおり許可

（不許可と）する。 

 

 

１ 許可する小規模埋立事業の区分 

    

土砂等の埋立事業  ・  小規模一時堆積事業 

 

２ 小規模埋立事業区域の位置及び面積 

    

我孫子市            番地   ほか   筆 

         平方メートル 

                  

３ 許可の期間 

      

  年   月   日から    年   月   日まで 

 

４ 許可する土砂等の搬入量又は年間搬入量 

 

          立方メートル（ほぐし土量換算) 

 

５ 許可条件（裏面）又は不許可の理由 

 
教示 
１ この処分について不服がある場合には、行政不服審査法の定めるところにより、この処分が
あったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、我孫子市長に対して異議申立てをす
ることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内で
あっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、
異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ また、上記の異議申立てをしなくても、行政事件訴訟法の定めるところにより、この処分が
あったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、我孫子市を被告として（訴訟において
我孫子市を代表する者は我孫子市長になります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ
ます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この
処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、処分の取消し
の訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記の異議申立てをした場合には、当
該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、処分又は
決定の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該異議申立てに対する決定があった
ことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１
年を経過すると、正当な理由がある場合を除き、処分又は決定の取消しの訴えを提起すること
ができなくなります。）。



 

（裏） 

 

許   可   条   件 

 

１ 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（平成１５年条例第２

２号。以下「条例」という。）の規定を遵守すること。 

２ 本許可申請書類その他市長に提出した書類及び図面の写しを、施工期間中は市長が指定する現

場事務所等に保存し、利害関係者の縦覧に供すること。 

３ 次の各項のいずれかに該当する場合（応急工事を除く。）は、速やかに小規模埋立事業を停止

し、我孫子市手賀沼課に連絡すること。 

 （１） 小規模埋立事業区域の土壌中に安全基準に適合しない土砂等があることを確認した場合 

 （２） 小規模埋立事業の施工中において、小規模埋立事業区域以外の地域へ土砂等の崩落、飛

散、流出等のおそれが生じ、又は発生した場合 

４ 上記３の行為が確認された場合は、速やかに小規模埋立事業改善計画書（様式第２号）を提出

し、我孫子市手賀沼課に届け出るとともに定期的に市職員の確認を受けること。この場合におい

て、完了確認が得られるまでは小規模埋立事業の再開はできないものとする。 

５ 小規模埋立事業の施工による土壌汚染の防止及び災害の発生の防止について、土砂発生元、運

搬業者及び従業員に周知徹底させ指導すること。 

６ 現場責任者又は施工責任者は、作業時間内は小規模埋立事業場内に常に駐在し、現場監督を行

うとともに立入検査、現地調査等に立ち会うこと。 

７ 上記立入検査、現地調査等の際に、市職員が必要と認めた場合、小規模埋立事業区域内の土砂

等及び排水のサンプルの採取について協力すること。 

８ 小規模埋立事業区域と小規模埋立事業区域以外の地域との境界を示す杭等を設置すること。ま

た、許可期間内において杭等が破損した場合は、遅滞なく補修すること。 

９ 本許可期間内において、他法令等の許認可等の期間が満了する場合又は新たに他法令等の許認

可等を必要とする場合は、遅滞なく当該許認可等の手続を行い、新たに当該許認可等を受けると

ともに、当該許認可等の写しを提出すること。 

１０ 小規模埋立事業の施工については、小規模埋立事業施工計画書の工程及び施工ｋのとおり行

うこと。 

１１ 改良汚泥等の産業廃棄物は、一切搬入しないこと。 

１２ 土砂等を搬入する際には、必ず事前に条例第１６条に基づく小規模埋立事業土砂等搬入届

（様式第２７号）を我孫子市手賀沼課に提出すること。 

１３ 各関係機関からの意見を十分遵守の上、事業を遂行すること。 

１４ 土地所有者が条例第２９条第３項による当該事業の施工状況を定期的に把握する行為を拒

まないこと。 

１５ 小規模埋立事業場への搬入土砂等の管理（搬入伝票と土砂等搬入届との突合せ等)を十分に行

うこと。 

１６ 小規模埋立事業に伴い、周辺住民との間に問題が生じた場合は、許可を受けた者（以下「事

業者」という。）の責任において調整を行うこと。 

１７ 小規模埋立事業の施工によって、道路、河川その他公共施設を損傷したとき、小規模埋立事

業場の周辺地域の農林水産物その他に被害を及ぼしたとき、又は周辺の生活環境が損なわれた

ときは、事業者の責任において、補償又は原状回復を行うこと。 

 



 

様式第２１号（第１１条関係） 

 

小規模埋立事業許可申請取下げ申出書 

 

      年   月   日 

 

 我孫子市長 あて 

  

   申出者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

 

       氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

       電話番号 

       担当者名 

 

年  月  日に提出した小規模埋立事業等に係る申請については、次のとおり取り下げま

す。 

 

 

１ 申請した小規模埋立事業の区分（該当する事業を○で囲むこと。） 

土砂等の埋立事業  ・  小規模一時堆積事業 

 

２ 小規模埋立事業区域の位置 

   我孫子市            番地   ほか   筆 

 

３ 取り下げる申請の区分（該当する事業を○で囲むこと。） 

事業許可 ・ 変更許可 ・ 譲受け許可 ・ 許可手数料の減免 

 

４ 取下げの理由 

 



 

様式第２２号（第１２条関係） 

（表） 

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）届出書 

 

年  月  日   

  

 我孫子市長 あて 

 

               届出者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

 

                   氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  

 ㊞ 

                   電話番号 

担当者名 

 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１１条の２の規定により、

小規模埋立事業を施工するので、関係書類及び図面を添えて次のとおり届け出ます。 

 

 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番）         ほか   筆 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 面 積 （実測面積）       平方メートル 

現場事務所その他小規模埋立事業に

供 す る 施 設 の 設 置 計 画 
別添図面   のとおり 

現場事務所の位置又は管理事務所の

所在地 

（所在及び地番） 

（連絡先電話番号） 

現場責任者又は施工責任者の氏名及

び職名 
（職名）     （氏名） 

小規模埋立事業に使用される土砂等

の量（ほぐし土量換算） 
（搬入予定量）      立方メートル 

小 規 模 埋 立 事 業 の 施 工 期 間 年  月  日～   年  月  日 

事業が完了した場合の小規模埋立事

業区域の構造 
別添図面     のとおり 

小規模埋立事業に使用される土砂等

の搬入計画 
別紙のとおり 

施工期間中の小規模埋立事業区域外

への土砂等の崩落、飛散又は流出の防

止措置 

別添施工図面    のとおり 

届出者が未成年者である場合は、その

法定代理人の氏名及び住所 

（住所） 

（氏名） 



 

（裏） 

添

 

 

 

付

 

 

 

書

 

 

 

類 

 次に掲げる書類のうち添付した書類について、該当する番号を○で囲むこと。 

（２及び３の書類については、申請日前６月以内にこれらの書類を提出し、その内容に変更がない場合

は、省略することができる。） 

 

１ 開発行為許可通知書の写し 

２ 開発行為申請者と届出者とが異なる場合は、当該届出者に係る住民票の写し（当該届出者が法人の

場合は、履歴事項全部証明書） 

３ 届出者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 

４ 小規模埋立事業場及び小規模埋立事業区域の位置図及び付近の見取図 

５ 小規模埋立事業区域の平面図及び断面図（小規模埋立事業の施工の前後の構造が確認できるものに

限る。） 

６ 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 

７ 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格を有することの公的証明書の写
し 

８ 小規模埋立事業を行おうとする者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次のいずれ
かの書類 

 （１） 健康保険被保険者証の写し 
 （２） 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 
 （３） 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

９ 小規模埋立事業に使用される土砂等の予定量及び搬入計画書 

１０ 小規模埋立事業の施工の方法、工程及び施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した小

規模埋立事業施工計画書 

１１ 開発行為申請者と届出者とが異なる場合は、当該開発行為申請者と当該届出者が当該小規模埋立

事業に関して請負関係にあることを証する書面 

１２ その他市長が必要と認める書類 

 



 

様式第２３号（第１３条関係） 

 

 小規模埋立事業届出受理書 

 

 

年  月  日 

               様 

 

 

        年  月  日付けの届出書については、次のとおり受理します。 

                      

                         我孫子市長         印 

 

   

 

 

 

 

 

 

届 出 書 の 名 称 
１ 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）届出書（様式第２２号） 

２ 開発許可承継届（様式第２６号） 

届 出 の 根 拠 
我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する

条例（第１１条の２・第１４条の２） 

受 理 の 年 月 日 

及 び 番 号 

 

小規模埋立事業 

区 域 の 位 置 

 

小規模埋立事業 

区 域 の 面 積 

 

小規模埋立事業 

の 施 工 期 間 

 

そ の 他 
 



 

様式第２４号（第１７条関係） 

（表） 

小規模埋立事業変更許可申請書 

 

年  月  日   
 

 我孫子市長あて 

 

               申請者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

             （許可事業者） 

                    氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）  

 ㊞ 

                           

                    電話番号               

                    担当者名               
 
 

     年  月  日付け我孫子市指令（  ）第    号で許可を受けた事項につい

て変更したいので、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第

１４条第３項の規定により、関係書類及び図面を添えて次のとおり申請します。 

 
変  更  後 変  更  前 

変 更 し た

事項の内容 

  

変更の理由 

 



 

（裏） 

添

 

 

 

付

 

 

 

書

 

 

 

類 

 次に掲げる書類のうち変更に係る書類のみ提出すること。 

添付した書類について、該当する番号を○で囲むこと。 

 

１ 申請者に係る住民票の写し（申請者が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役員に係る住民票

の写し） 

２ 申請者の法定代理人に係る住民票の写し 

３ 小規模埋立事業場及び小規模埋立事業区域の位置図及び付近の見取図 

４ 小規模埋立事業区域の平面図及び断面図（小規模埋立事業区域の施工の前後の構造が確認できるも

のに限る。） 

５ 小規模埋立事業区域の土地の登記事項証明書（全部事項証明書）及び公図の写し 

６ 現場責任者又は施行責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 

７ 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格を有することの公的証明書の写
し 

８ 小規模埋立事業を行おうとする者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次のいずれ
かの書類 

 （１） 健康保険被保険者証の写し 
 （２） 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 
 （３） 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 

９ 小規模埋立事業に使用される土砂等の予定量の計算書（ほぐし土量換算） 

１０ 安定計算を記載した計算書 

１１ 擁壁の断面図及び背面図 

１２ 擁壁の概要、構造計画、応力算定及び断面算定を記載した構造計算書 

１３ 小規模埋立事業の施工の方法、工程及び施工に係る組織その他市長が指示する事項を記載した小

規模埋立事業施工計画書 

１４ 小規模埋立事業が別表第３に掲げる行為に該当することを証する書面 

１５ 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書（様式第６号）若しくは小規模埋立

事業（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書（様式第７号）又は公共的団体の発行する当該

施工に関する承認書、同意書その他これに類する書類 

１６ 小規模埋立事業区域内施工同意書（様式第８号） 

１７ 小規模埋立事業周辺関係者説明状況報告書（様式第１５号） 

１８ 条例第３条第２項の規定により説明をした際に周辺関係者と締結した覚書、協定書等の写し 

１９ 小規模埋立事業事前協議結果報告書（様式第１６号） 

２０ 協議担当課と締結した覚書、協定書等の写し 

２１ 現場事務所を設置しないことの理由書（様式第１７号） 

２２ 小規模埋立事業区域が文化財保護法第９３条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地に該当す

るかを我孫子市教育委員会に確認したことに対する回答書の写し 

２３ 千葉県土砂運搬適正化対策要綱（昭和４６年９月３日千葉県決定）に基づく土砂運搬協定書の写

し又は届出済みの当該届出書の写し 

２４ 小規模一時堆積事業に係る小規模埋立事業場の平面図及び断面図（土砂等の堆積が最大となった

場合の当該堆積の構造が確認できるものに限る。） 

２５ 小規模一時堆積事業区域の平面図及び断面図（土砂等の堆積が最大となった場合の当該堆積の構

造が確認できるものに限る。） 

２６ 小規模一時堆積事業区域の表土と小規模一時堆積事業に使用される土砂等が遮断される構造であ

る場合の構造図 

２７ その他（                                       ） 

 



 

様式第２５号（第１７条関係） 

 

小規模埋立事業軽微変更届 

 

年  月  日   

 我孫子市長 あて 

 

              届出者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

            （許可事業者） 

     氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

                               

                  電話番号             

                  担当者名             

 

     年  月  日付け我孫子市指令（  ）第    号で許可を受けた事項につい

て、軽微な変更をしたので、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関す

る条例第１４条第６項の規定により、関係書類及び図面を添えて次のとおり届け出ます。 

 変  更  後 変  更  前 

住所（所在地）又は氏名（法人

の名称又は代表者の氏名） 

  

法定代理人の氏名又は住所 
  

現場事務所の位置又は管理事務

所の所在地 

  

現場責任者又は施工責任者の氏

名又は職名 

  

小規模埋立事業に使用される土
砂等の量（小規模一時堆積事業
の場合は搬入及び搬出の予定
量） 

  

使用される土砂等の発生場所又

は採取場所 

  

小規模埋立事業に使用される土

砂等の搬入計画 

  

小規模埋立事業区域内の排水施

設の構造 

  

小規模埋立事業区域外に設けた

柵の構造 

  

変 更 の 理 由 
  

注意事項 

 １ 住所又は氏名の変更の場合は住民票又は戸籍抄本を、法人の所在地、名称又は代表者の

氏名の変更の場合は法人登記簿謄本を添付すること。 

 ２ 届出者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写しを添付すること。



 

様式第２６号（第１８条関係） 

 

開発許可承継届 

 

年  月  日  

 我孫子市長あて 

 

              届出者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

   

                  氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

                  電話番号                  

                  担当者名 

 

    年 月 日付け第  号で届出をした事項について変更が生じたので、我孫子市埋立

て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１４条の２の規定により、次のと

おり届け出ます。 

 

 

１ 変更する内容（該当する番号を○で囲み、必要事項を記載すること。） 

 （１） 氏名及び住所（                              ） 

（２） 小規模埋立事業の位置及び面積（                      ） 

（３） 小規模埋立事業に使用される土砂等の量（                  ） 

（４） 小規模埋立事業を施工する期間（                      ） 

（５） 小規模埋立事業に使用される土砂等の搬入計画に関する事項（         ） 

（６） その他（                                 ） 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

注 開発行為の許可を受けた者と届出者が異なる場合は、開発行為の許可を受けた者の同意を 

 得たことを証する書面を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２７号（第１９条関係） 

 

小規模埋立事業土砂等搬入届 

 

年  月  日   

 我孫子市長あて 

 

              届出者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

            （許可事業者） 

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

                                ㊞ 

                  電話番号 

                  担当者名 

 

     年  月  日付け（我孫子市指令（  ）第  号で許可を受けた・第  号で

届出をした）小規模埋立事業について、土砂等を搬入したいので、我孫子市埋立て等による土

壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１６条の規定により、関係書類及び図面を添え

て次のとおり届け出ます。 

 

１ 小規模埋立事業の区分（該当する事業を○で囲むこと。） 

   埋立事業  ・  一時堆積事業 

２ 小規模埋立事業区域の位置（所在及び地番）           ほか   筆 

３ 小規模埋立事業の許可期間     年  月  日 から  年  月  日 まで 

４ 搬入土砂等の発生場所及び発生元事業者の連絡先 

   発生場所の所在及び地番 

   発生場所の名称 

   発生元事業者（所在地） 

         （名称及び代表者の氏名） 

         （電話番号） 

５ 地質検査の試料を採取した地点を明らかにした土砂等の発生場所の平面図及び土砂等の発

生場所の現場写真 別添のとおり 

６ 土砂等の搬入予定量          立方メートル 

   うち今回の搬入量          立方メートル 

７ 土砂等の搬入期間         年  月  日 から  年  月  日 まで 

８ 土砂等の運搬事業者（すべて記載のこと。） 

  （所在地）                （所在地） 

  （名称及び代表者氏名）          （名称及び代表者氏名） 

  （電話番号）               （電話番号） 

 

注 発生場所の名称については、搬入土砂等の発生元の工事名又は一時的堆積場名等を記入す

ること。 

 

 



 

様式第２８号（第１９条関係） 

 

土砂等発生元証明書 

年  月  日   

（搬出先事業者名）   様 

                         

         発生元事業者  住所（法人の場合は主たる事務所の所在地） 

                  （証明者）    

          事業者名（法人の場合は名称及び代表者又は工事責任の氏名） 

                                                        ㊞ 

                 電話番号                  

 

 次のとおり搬出する土砂等が次の工事現場から発生し、又は採取された土砂等であることを

証明します。 

 なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄

物ではありません。 

土砂等の発生元工事名  

発生元工事の施工場所 （所在及び地番） 

発生元工事の発注者の住

所及び氏名 

（住所） 

（氏名） 

発生元工事の施工期間 年  月  日～    年  月  日 

当該工事の土砂発生総量

（うち搬出契約量） 

立方メートル    

（            立方メートル）   

今回証明の搬出土砂量 

（5,000ｍ3以内） 
立方メートル    

搬出土砂の地質分析（濃

度）結果証明書の有無 
有 ・ 無 （有の場合は証書発行番号      ） 

発 生 土 砂 等 の 区 分  

搬  出  土  砂の

運 搬 契 約 者 

（住所） 

（氏名） 

（住所） 

（氏名） 

土砂等の搬出先事業者の

住所及び氏名（法人の場合

は、所在地、名称及び代表

者の氏名） 

埋立事業者 
（住所） 

（氏名） 

一時堆積事業者 
（住所） 

（氏名） 

注 発生土砂の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の

基準となるべき事項を定める省令別表第１に規定する区分を記載すること。 

 

 



 

様式第２９号（第１９条関係） 

 

地質検査試料採取調書 

 

年  月  日   

 

 我孫子市長 あて 

 

                採取者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

           

          所属（法人の場合は名称） 

                    職氏名                ㊞ 

                    電話番号        

 

別添地質分析（濃度）結果証明書に係る検査試料を次のとおり採取しました。 

検 体 区 分 及 び 検 体 番 号 等 

（検体区分） 

 

（検体番号） 

 

（当該検体に係る地質分析（濃度）結果証明書の発行番号） 

報 告 区 分 

（該当事項を○囲みすること） 

搬入土砂 ・ 定期検査 ・ 廃止検査 ・ 完了検査 

 

その他（                 ） 

試 料 の 採 取 年 月 日 

 

試 料 採 取 時 の 天 候 

 

試 料 採 取 深 度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３０号（第１９条関係） 
地質分析（濃度）結果証明書 

年  月  日  

       様 

発行番号                     

分析機関名                    

代 表 者                 ○印   

所 在 地                    

電話番号                     

計量証明事業者の登録番号             

環境計量士                 ○印   

年  月  日に依頼のあった検体について、土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第４６号）付表に定める

方法により検液を作成し、計量した結果を次のとおり証明します。                     

（検体区分・番号         ） 

計量の対象 
単 位 

測定値 
定量 

下限値 
基準値 測 定 方 法 

カドミウム ㎎/ι   0.01 

土壌の汚染に係る環境基準について（平成３年環境庁告示第４６号）別表

に定める方法 

全シアン ㎎/ι   不検出 

有機燐 ㎎/ι   不検出 

鉛 ㎎/ι   0.01 

六価クロム ㎎/ι   0.05 

砒素 ㎎/ι   0.01 

総水銀 ㎎/ι   0.0005 

アルキル水銀 ㎎/ι   不検出 

ＰＣＢ ㎎/ι   不検出 

ジクロロメタン ㎎/ι   0.02 

四塩化炭素 ㎎/ι   0.002 

1,2-ジクロロエタン ㎎/ι   0.004 

1,1-ジクロロエチレン ㎎/ι   0.02 

シス-1,2-ジクロロエチレン ㎎/ι   0.04 

1,1,1-トリクロロエタン ㎎/ι   1 

1,1,2-トリクロロエタン ㎎/ι   0.006 

トリクロロエチレン ㎎/ι   0.03 

テトラクロロエチレン ㎎/ι   0.01 

1,3-ジクロロプロペン ㎎/ι   0.002 

チウラム ㎎/ι   0.006 

シマジン ㎎/ι   0.003 

チオベンカルブ ㎎/ι   0.02 

ベンゼン ㎎/ι   0.01 

セレン ㎎/ι   0.01 

ふっ素 ㎎/ι   0.8 

ほう素 

 

 

 

㎎/ι   1 

土壌酸度（ｐH）   
検液に対し8.1

未満 
地盤工学会基準(JGS0211-200*)土懸濁液のpH試験方法 

農用地田 

に限る。 

砒素 ㎎/㎏   15 

農用地土壌汚染対策地域の指定要件に係る砒素の量の検定の方

法を定める省令（昭和５０年総理府令第３１号）第１条第３項及

び第２条に定める方法 含 有

試 験 
銅 ㎎/㎏   125 

農用地土壌汚染対策地域の指定要件に係る銅の量の検定の方法

を定める省令（昭和４７年総理府令第６６号）第１条第３項及び

第２条に定める方法 

検 体 の 性 状 形 状  色  におい  

備考 発生場所： 

発生事業者名： 

工事名： 

 

 

＊計量証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合の当該工程を実施した事業者の氏名

又は名称及び事業者の所在地： 



 

様式第３１号（第１９条関係） 

 

 

公共事業発生土砂等承認申請書 
 

年  月  日   

 我孫子市長あて 

 

                申請者 主たる事務所の所在地            

                    名称及び代表者の氏名           ㊞ 

                    電話番号            

 
 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１６条の規定によ
り、我孫子市内における小規模埋立事業に使用する土砂等が公共事業により発生し、又は採取
された土砂等であり、同条例第６条に規定する安全基準に適合していることについて承認を受
けたいので、関係書類及び図面を添えて次のとおり申請します。なお、これらの土砂等は、廃
棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物ではありません。 

土 砂 発 生 元 の 公 共 事 業 名  

公 共 事 業 の 主 た る 施 工 場 所 （所在及び地番） 

公 共 事 業 発 注 者 
（所在地） 

（名称及び代表者の氏名） 

当 該 事 業 の 施 工 期 間 年  月  日から   年  月  日まで 

当該事業に係る土砂発生総量 

（うち申請に係る土砂量） 

立方メートル    

（            立方メートル）   

今 回 の 処 分 に 係 る 土 砂 の 量 

（5,000ｍ3以内） 
立方メートル    

今回の処分に係る土砂の地質分析

（濃度）結果証明書の有無 
有 ・ 無 （有の場合は証書発行番号      ） 

発 生 土 砂 の 区 分  

今 回 の 搬 出 に 係 る 土 砂 の 運

搬 契 約 者 の 住 所 及 び 氏 名 

（住所） 

（氏名） 

今回の搬出に係る土砂の搬出

先 の 小 規 模 埋 立 事 業 者 

（住所） 

（氏名） 

注意事項 

  発生土砂の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の

基準となるべき事項を定める省令別表第１に規定する区分を記載すること。 

添付書類 

 １ 公共事業に係る受注契約書の写し、又は公共事業により発生した土砂等であることを公

共団体が証する証明書 

 ２ 今回の処分に係る土砂等の地質分析（濃度）結果証明書（様式第３０号）又は土砂発生

元の公共事業を監督する公共団体の職員等が証する土砂等が安全基準に適合していること

の保証書 

 ３ 土砂等の発生場所の位置図 



 

様式第３２号（第１９条関係） 

 

土砂等採取元証明書 

 

年  月  日   

  

（売渡・譲渡先事業者名）  様 

            採取事業者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

            （証明者）  

事業者名（法人の場合は、名称及び代表者又は 

                       採取現場責任者の氏名） 
                                        ㊞ 

                  電話番号             

 売渡・譲渡先事業者が我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例に基づき小規模埋立事業の許可を受けた区域に搬入する土砂等については、現在、岩石、砂

利又は土の採取計画の認可を受けている次の採取場から採取された土砂等であることに相違あ

りません。 

採 取 場 の 認 可 番 号 等    年  月  日 

認 可 を 受 け た 採 取 場 名  

当該採取場の主たる所在地 （所在及び地番） 

当該採取場の認可採取期間    年  月  日から  年  月  日まで 

当 該 採 取 場 の 認 可 採 取 量 立方メートル   

今回の証明に係る土砂等の売

渡・譲渡先事業者 

（住所） 

 

（氏名） 

今回の証明に係る土砂の搬出先

小規模埋立事業区域の位置 
（所在及び地番） 

土砂等の売渡・譲渡の契約量 立方メートル   

今回の証明に係る土砂等の量 

（5,000ｍ3以内） 
立方メートル   

今回の証明に係る土砂等の引渡

し期間 
   年  月  日から  年  月  日まで 

今回の証明に係る土砂等の運搬

契約事業者 

（住所） 

 

（氏名） 

 



 

様式第３３号（第２０条関係） 

 

小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）状況報告書 

 

年  月  日   

  

 我孫子市長あて 
 

                報告者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 
              （許可事業者）     

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）
                                        ㊞ 
                     電話番号 
                     担当者名 

  

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１７条第１項の規

定により、次のとおり報告します。 

小規模埋立事業の許可番

号等 
    年  月  日 我孫子市指令（  ）第    号 

小規模埋立事業区域の位

置 
（所在及び地番）             ほか  筆 

小規模埋立事業区域の面

積 

（うち実施済面積） 

               平方メートル 

 

   （           平方メートル） 

小規模埋立事業に使用さ

れる土砂等の量 

（うち実施済量） 

               立方メートル 

 

   （           立方メートル） 

今回の報告に係る期間     年  月  日から   年  月  日まで 

発 生 場 所・ 工 事 名等 
搬入予定量 

（ｍ3） 

前回累計量 

（ｍ3） 

今回報告量 

（ｍ3） 

累 計 量 

（ｍ3） 
摘 要 

 
     

 
     

 
     

 
     

 
     

 
     

合     計      

 

 

 



 

様式第３４号（第２０条関係） 

土砂等管理台帳                （  年  月分）   

事業許可を受けた事業者名  堆 積 事 業 の 許 可 番 号 等 年 月 日 我孫子市指令（  ）第   号 

一 時 堆 積 事 業 区 域 の 位 置 
（所在及び地番） 

ほか  筆 

堆 積 事 業 の 許 可 期 間 年  月   日    から    年  月  日 まで 

一 時 堆 積 事 業 区 域 の 面 積 平方メートル 
一時堆積事業に使用される土砂

等 の 搬 入 ・ 搬 出 量 

年間の搬入予定量  ｍ3（１日平均 ｍ3） 

年間の搬出予定量  ｍ3（１日平均 ｍ3） 

現場・施工責任者の職・氏名  責 任 者 の 連 絡 先 電 話 番 号  

 
搬入土砂等の発生元の事業者名

及び所在地 

（地番） 

 

搬入土砂等の発生

場所の所在地 

（地番） 

 

発生元工事の責任

者の職・氏名 

（職名） 

（氏名） 

搬入土砂等の発生場所の工事名  搬入土砂等の区分  工事の施工期間 年  月  日から  年  月  日まで 

土砂等の買取り・譲受け契約量 ｍ3 土砂等搬入期間 
年  月  日から 

年  月  日まで 

搬入土砂等の運搬

契約事業者名 

 

 

堆 積 の 名 称 土砂の搬入区分・運搬手段（土砂が県内・県外発生で

あるか該当項目すべてに内・外を記入） 
堆積土砂の小規模埋立事業等への搬出 当該堆積場所

における堆積

現 在 量 

（ｍ3） 

摘 要 

 

日付 

搬入量 

（ｍ3） 

１ 発生場所からの

直接搬入 

２ 一時的堆積場から 

 

を経由し搬入 

搬出先１ 搬出先２ 搬出先３ 搬 出 

合計量 

（ｍ3） 搬出量（ｍ3） 搬出量（ｍ3） 搬出量（ｍ3） 

前月末量          

１          

２          

３          

４          

５          

６          

７          

８          

９          

10          

11 

1 

         

12 

 

         

13          

14          

15          

16          

17          

18          

19          

20          

21          

22          

23          

24          

25          

26          

27          

28          

29          

30          

31          

累計          

注意事項  

１ この土砂等管理台帳は、一つの発生場所から搬入した土砂等の「堆積位置」ごとに作成し、１日ごとに搬入・搬出過程を記入すること。 

２ この土砂等管理台帳は許可を受けた月から毎月末に作成し、３月ごとに当該台帳の写しを小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）状況報

告書に添付して市に報告すること。 

３ この土砂等管理台帳は、事業許可を受けた日から１年ごとに閉鎖し、その後３年間保存すること。 

４ 搬入する土砂等の区分欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１

に規定する区分を記載すること。



 

様式第３５号（第２０条関係） 
 

小規模埋立事業（小規模一時堆積事業）状況報告書 

 

年  月  日   

 

 我孫子市長あて 
 

                  届出者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                （許可事業者） 

                       氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）    

                                           ㊞ 

                       電話番号 

                       担当者名 

 
 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１７条第２項の規定によ

り、次のとおり報告します。 

小 規 模 一 時 堆 積 
事 業 の 許 可 番 号 等      年  月  日 我孫子市指令（  ）第   号 

小 規 模 一 時 堆 積 
事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番）                ほか  筆 

堆 積 の 名 称  

今 回 の 報 告 に 係 る 期 間    年  月  日 から  年  月  日（月末日）まで 

報 告 月 
搬 入 量 

（ｍ3） 

搬出合計量 

（ｍ3） 

月末堆積現在量 

（ｍ3） 
摘 要 

前回報告時の月末累積量 

(当初許可月内の累計量) 
    

月の月間累計量     

月の月間累計量     

月の月間累計量     

注意事項 

１ この報告書は、一つの発生場所から搬入した土砂等の堆積ごとに作成し、報告対象期間内すべて

の月分の土砂等管理台帳（写し）を添付すること。 

２ 搬入量、搬出量及び月末堆積現在量の欄については、添付する各月の土砂等管理台帳（写し）の

月間累計の数量を転記すること。 
 

 



 

様式第３６号（第２１条関係） 

 

小規模埋立事業地質検査報告書 

年  月  日   

 

 我孫子市長 あて 

 

                  報告者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

                （許可事業者） 

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

                                            ㊞ 

                       電話番号 

                       担当者名 

 

 

  我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第１８条第１項の規定によ 

り、地質の検査結果を次のとおり報告します。 

小規模埋立事業の許可番号等 年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

小 規 模 埋 立 事 業 の 区 分 

(該当事項を○囲みすること) 
埋立事業  ・  一時堆積事業 

小規模埋立事業区域の位置 (所在及び地番)                ほか  筆 

報 告 の 区 分 

(該当事項を○囲みすること) 
  定期報告 ・ 廃止(中止)報告 ・ 完了報告 

試 料 の 採 取 場 所 別添図面及び現場写真のとおり 

地 質 検 査 結 果 
別添地質分析（濃度）結果証明書 

（証書発行番号          ）のとおり 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３７号（第２３条関係） 

小規模埋立事業周知標識 

 

 

 
120㎝以上 

90

㎝

以

上 

小 規 模 埋 立 事 業 周 知 標 識 

事 業 の 許 可 番 号    年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

事 業 の 目 的  

小規模埋立事業区域

の 所 在 地 
（地番） 

許可事業者の住所、

氏 名 及 び 連 絡 先 

住所 

氏名（名称） 

連絡先（電話番号） 

小規模埋立事業の 

許 可 期 間 
    年  月  日から   年  月  日まで 

小規模埋立事業区域

の 面 積 
平方メートル 小規模埋立事業区域の見取図 

土砂等の発生場所 
又は採取場所及び 
搬 入 予 定 量 
（小規模一時堆積事
業の場合は、年間の
土砂等の搬入及び搬
出の予定量） 

 

現場責任者又は施工

責任者の氏名及び職

名 

職名 

 

氏名 

 

   

    50㎝以上 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第３８号（第２４条関係） 
 

小規模埋立事業廃止（中止）届 

 
年  月  日   

 
 我孫子市長あて 
 

                  届出者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地） 

                （許可事業者） 

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

                                            ㊞ 

                       電話番号  

                       担当者名  

 

 小規模埋立事業を廃止（中止）したので、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止

に関する条例第２１条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

小 規 模 埋 立 事 業 の 許 可 番 号 等      年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番）               ほか   筆 

小規模埋立事業の許可期間及び廃止

の期日（中止の期間） 

（許可期間）    年  月  日～    年  月  日 

（廃止期日）    年  月  日 

（中止期間）    年  月  日～    年  月  日 

小規模埋立事業を廃止（中止）した

場合は、小規模埋立事業区域の構造 
別添図面  のとおり 

事業を廃止（２月以上の中止）する

場合の小規模埋立事業区域以外の地

域への土砂等の崩落、飛散又は流出

による災害の発生を防止するために

必要な措置 

別添施工図面  のとおり 

小規模埋立事業が小規模一時堆積事

業である場合、土砂等が堆積されて

いる面積及び堆積量 

（堆積面積）             平方メートル 

 

（堆積量）              立方メートル 

注 小規模埋立事業区域の現状における現場写真を添付すること。 
 
 
 
 
 
 



 

様式第３９号（第２５条関係） 

 

小規模埋立事業に係る確認書 

 

第   号  

年  月  日  

 

             様 

 

                      我孫子市長           □印  

 

書類受付年月日等 年  月  日 許可番号等 
年  月  日 

我孫子指令（  ）第  号 

事 業 の 区 分 土砂等の埋立事業  ・  小規模一時堆積事業 

小規模埋立事業 

区域の位置 
我孫子市              番地   ほか   筆 

上記の小規模埋立事業に係る（完了・廃止）に係る確認をしたので、我孫子市土壌汚染及び災害の

発生の防止に関する条例（第２１条第４項・第２２条第２項）の規定により通知します。 

年   月   日（完了立入検査日） 

確
認
事
項
及
び
必
要
な
措
置 

１ 廃止の場合（該当箇所を○で囲むこと。） 

 （１） 土壌汚染の有無  有 無 

 （２） 土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止するために必要な措置 

   ア 対策済又は問題なし   

   イ 対策の必要あり 

２ 完了の場合（該当箇所を○で囲むこと。） 

 （１） 適合 

 （２） 不適合 理由： 

３ 土壌の汚染防止措置の確認区分（該当箇所を○で囲む） 

   搬入土砂等の地質検査 ・ 完了時における土壌の地質検査 ・ その他 

提  出  先 

連  絡  先 

 我孫子市役所 環境生活部 手賀沼課 公害対策担当 

 電話０４-７１８５-１１１１ 内線５６９ 担当者： 

 
 
 
 
 
 



 

様式第４０号（第２６条関係） 
 

小規模埋立事業完了届 

 

年  月  日   

 

 

 我孫子市長 あて 

 

                  届出者  住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

                （許可事業者）  

        氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

                                           ○印  

                       電話番号  

                       担当者名  

 

 小規模埋立事業が完了したので、我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する

条例第２２条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

小 規 模 埋 立 事 業 の 許 可 番 号 等       年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番）              ほか  筆 

小 規 模 埋 立 事 業 の 許 可 期 間       年  月  日 から    年  月  日 まで 

小 規 模 埋 立 事 業 の 完 了 期 日       年   月   日 

完了した小規模埋立事業区域の構造  別添図面  のとおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第４１号（第２７条関係） 
 

小規模埋立事業譲受け許可申請書 
 

年  月  日   
 
 我孫子市長あて 
 

                   申請者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

                  （譲受者）   

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

                                            ○印  

                       電話番号 

                       担当者名 
 
 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９条第１項の許可を受け

た者の地位を譲り受けたいので、同条例第２３条第２項の規定により、次のとおり申請します。 

譲り受けようとする小規模埋立事業の許可番号等      年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

譲り受けようとする小規模埋立事業の許可期間      年  月  日～    年  月  日 

譲り受けようとする小規模埋立事業区域の位置 （所在及び地番）                ほか  筆 

譲り受けようとする小規模埋立事業の許可を受け

た者の氏名及び住所 

住所（法人の場合は所在地） 

 

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

現場責任者又は施工責任者の氏名及び職名 （職名）          （氏名） 

申請者が未成年者である場合は、その法定代理人

の氏名及び住所 

 
（住所） 
 
（氏名） 

譲り 受 け の 理 由 
 

 

添付書類 

１ 申請者の住民票の写し（申請者が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役員の住民票の写し） 

２ 申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 

３ 小規模埋立事業場の位置図及び付近の見取図 

４ 小規模埋立事業（土砂等の埋立事業）区域内土地使用同意書（様式第６号）又は小規模埋立事業

（小規模一時堆積事業）区域内土地使用同意書（様式第７号）及び小規模埋立事業区域内施工同意

書（様式第８号） 
 ５ 現場責任者（施工責任者）選任証書兼現場組織表（様式第１３号） 
 ６ 現場責任者又は施工責任者に係る主任技術者又は監理技術者の資格 
  を有することの公的証明書の写し 
 ７ 譲受者と現場責任者又は施工責任者との雇用関係を証明する次のい 
  ずれかの書類 
  （１） 健康保険被保険者証の写し 
  （２） 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 
  （３） 住民税特別徴収税額の通知書又は変更通知書の写し 
 ８ その他市長が必要と認める書類（譲受け契約書の写し等） 
 



 

様式第４２号（第２８条関係） 
 

小規模埋立事業相続等届 

 
年  月  日   

 
 我孫子市長あて 
 

                   届出者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

                  （承継者） 

 氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）   

                                          ㊞ 

                       電話番号  

                       担当者名   

 

 我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第９条第１項の許可を受け

た者の地位を承継したので、同条例第２４条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

承継した小規模埋立事業の許可番号等      年  月  日 我孫子市指令（  ）第  号 

承 継 し た 小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番） 

承 継 し た 小 規 模 埋 立 事 業 の 許 可 期 間      年  月  日 から   年  月  日 まで 

承継前の小規模埋立事業の許可を受けた者の

氏名及び住所 

住所（法人の場合は所在地） 

 

氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

承継者が未成年者である場合は、その法定代

理人の氏名及び住所 

（住所） 

 

（氏名） 

承 継 の 発 生 年 月 日      年   月   日 

承 継 の 発 生 区 分 及 び そ の 理 由 

（該当事項に○囲みを付し、その理由を記入

すること。） 

相続  ・  合併  ・  分割 

（理由） 

現場責任者又は施工責任者の氏名及び職名 
（職名） 
 
（氏名） 

添付書類及び図面 

１ 届出者の住民票の写し（届出者が法人の場合は、履歴事項全部証明書及び全役員の住民票の写し） 

２ 届出者が未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し 

３ 承継を証する書面 

４ 相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により当該小規模埋立事業を承継すべき  

相続人を選定したときは、その同意書の写し 
 
 
 



 

様式第４３号（第３４条関係） 

小規模埋立事業指導事項票 

氏 名 又 は 

名   称 

 

 指 導 日 年   月   日 

所 在 地  指 導 場 所  

立 会 人 担 当 者 

法人団体名 氏    名 所 属 氏    名 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 私は、   年   月   日までに不適正な行為を改善し必要な措置を行います。それまでの間、

当該区域への土砂等の搬入を停止します。 

 また、    年   月   日     時頃、市役所担当課に来庁します。 

 以上のとおり相違ありません。 

氏名               ○印  

備考  



 

様式第４４号（第３５条関係） 

 

身分証明書 

 

（表） 

第  号  

 

写 
 

真 

職・氏名           

 

生年月日           

 

上記の者は、我孫子市埋立て等によ

る土壌の汚染及び災害の発生の防止に

関する条例第３３条第１項の規定によ

り、立入検査を行う者であることを証

明する。 

 

年  月  日発行  

 

我孫子市長        □印   

 

 

（裏） 

 

我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例（抜粋） 

 

（立入検査） 

第３３条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、市職員に、土砂等の埋

立て等を行う者の事務所、事業場その他その業務を行う場所（次項において「事

務所等」という。）に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者

に質問させることができる。 

２ 市職員は、前項の規定により事務所等に立ち入るときは、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

 

 



 

様式第４５号（第３８条関係） 

 
小規模埋立事業許可手数料免除申請書 

 
年  月  日   

 
 我孫子市長あて 
 

                  申請者 住所（法人の場合は、主たる事務所の所在地）   

 

                      氏名（法人の場合は、名称及び代表者の氏名） 

  ㊞ 

                      電話番号 

                      担当者名 

 

  我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例第３４条第３項の規定によ

り、小規模埋立事業許可手数料の免除を受けたいので、関係書類及び図面を添えて次のとおり申請しま

す。 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 位 置 （所在及び地番）              ほか  筆 

小 規 模 埋 立 事 業 区 域 の 面 積 （実測面積）             平方メートル 

小規模埋立事業の許可申請の区分 

（該当する事項を○で囲むこと。） 
    新規  ・  変更  ・  譲受け 

免除を受ける要件に該当する土地所

有者等の住所及び氏名 

（住所） 

 

（氏名） 

免 除 の 事 由 区 分 

（該当する番号を○で囲むこと。） 

 １ 作付け農地として使用する。 

 ２ 自己居住用住宅の建築をするために使用する。 

 ３ 都市計画法第２９条第２号の適用を受ける。 

 ４ その他（別添申立書のとおり。） 

添付書類 

１ 免除の事由区分が１の場合は、小規模埋立事業に同意した土地所有者が農地造成の一時転用申請

時に我孫子市農業委員会会長に提出した作付計画書の写し又は作付誓約書の写し 

２ 免除の事由区分が２の場合は、小規模埋立事業に同意した土地所有者、地上権又は賃借権を有す

る者が申請の上、確認を受けた建築確認通知書の写し 

３ 免除の事由区分が３の場合は、都市計画法施行規則第６０条の規定による証明書の写し及び小規

模埋立事業区域の土地所有者との関係が分かる書類 

４ 免除の事由区分が４の場合は、その事由に該当する者が作成した申立書（申立書に押印する申立

者の印は、印鑑登録している印を押印すること。） 

 

 

 



 

様式第４６号（第３８条関係） 
 

土地の所有者が居住する旨の誓約書 

 

 我孫子市長 あて 

                     土地所有者 住所  

                             氏名             ㊞ 

                           電話番号 

                                   担当者名 

 

 次の土地について、小規模埋立事業完了後に自己居住用の住宅を建築して私自身が居住することを誓

約します。 

 

 

 

１ 土地の所在  我孫子市 

 

２ 住宅の構造  □ 木造  □ 鉄骨 □ 鉄筋 （地上   階 ・ 地下   階） 

 

３ 同居予定者 

 

続柄 氏  名 現 住 所 続柄 備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 


